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　東北電力は、 1995年度から、 環境への取り組みに関する
ถ಍情報を൐年度取りまとめ 「環境行動レポート」として報告し
ています。
　今回の 「東北電力グループ環境行動レポート2018」では、
2018年度中期環境行動計画の重ਏୖ題൐に当社企業グ
ループの取り組みをまとめています。
　電気をつくり、 おくり、 お客さまへおඍけするまでの様々な事業
活動における環境への取り組みについて、分かりやすくງஂする
ように努めました。

　当社ホーム嵂ージにて、 本レポートに関するアンケートを行って
います。 ຦さまからの岾意ৄ・岾૎୳をおఞ峅いた峊ければౘい
です。
� 2018年10月
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東北電力グループ環境ষ৿嵔嵅ー崰201�に峎岮峐ٸ
対象組௶ 東北電力株式会社　および

東北電力企業グループ　各社
対象期間 2017年度（2017年4月～2018年3月）を中ੱ

に、以前からの取り組みや直੺の取り組みもஅめて
います

対象分野 環境への取り組み
参考 に し た 
ガイドライン

環境報告ガイドライン（2012年ග、2018年ග）、環境
会計ガイドライン（2005年ග）［い峄れも環境省］

発行形ଙ 本レポート　　��WEB
ダイジェストග　WEB、ၻ子
ஶୁග　　　����WEB

੿ਛ৖౧嵣おਖ岮়峹峅੔ٸ

東北電力株式会社　環境৖（環境੫઺）
住 　 所 8550-980ٿ

宮城県仙台市青୴ય本町一ഛ目7୞1号
E - m a i l thk.eFokank\o#tohokX-eSFo.Fo.MS

環境への取り組みを加えた、東北電力のCSR（企業の社会的責任）の取り
組み全般については、「東北電力グループ�統合報告書」で報告しています。

岣東北電力グループ�ଁ়ਾઔછ岤
当社ホーム嵂ージで公開しています

httS�//ZZZ.tohokX-eSFo.Fo.MS/FsrreSort/

東北電力グループ
環境ষ৿嵔嵅ー崰201�
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આ০、੅ਢ૭能な社会のৰਠに対する関ੱが

૶சにৈまっています。

201�年にব৴で఼උされた「੅ਢ૭能な開発

৯ఏ（6'*V）」の୸ਛに向けた取り組みのઁが

りや、శଃਜੲਾである環境・社会・फ़バॼンス

への対ૢを਺ৱਖ਼૵の౫મとする「(6*਺ৱ」

のব৔ਗでの࿠්などの動きがႀ෩になってい

ます。

また、ব৔の環境・エネルギー৆ੁに৯を転じ

ますと、本年4月に「環境੦本計઺」、また7月に

は「エネルギー੦本計઺」が੝৒されるなど、環

境৽੾を取りඕく૾யは大きく૗৲しています。

ূਨ6਩およびৗඎ਩を੦ೕにエネルギー

१ーঅスを展開しているஎたठূਨ電力ॢルー

উはజ来から、環境保全を৽੾の੎ਏୖ題の一

つとਜ਼઼હけており「৉ૉആ཮৲対ੁ」「৉ୠ環

境の保全」「࿯環஑社会の஄ਛ」などに取り組॒

でいます。০後も、੅ਢ૭能な社会のৰਠを৯੐

し、環境への取り組みをਤめていきます。

さらにઆ年からは、র਋環境行動計઺の੦本

৓な考え্と্向ਙを੫঵ॢルーউ૚社とુથ

するなど、当社੫঵ॢルーউがより一体となって

環境৽੾を௓ਤしています。

੅ਢ૭ચ峔社会の実ਠ峼৯指峁岝੫঵グループ岶঳৬峒峔峍峐
環境峢の਄峴ੌ峩峼ਤ峫峐岮岷峨峃

岾あいさつ
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東北電力株式会社
環境推進総括責任者

常務執行役員
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当社੫঵ॢルーউでは、環境への取り組みを

本ঞএートにて൐年ਁ਀するなど、環境コミュ

ニケーションや環境ੲਾ開ંに஋ா৓に取り組

॒でいます。

ਈ੺のৗたな環境ੲਾ開ંへの఻体৓な対ૢ

としては、気౜૗動分৙などにおける੫঵のੲ

ਾ開ંを௬੼するব੠1*2「&'3」からのସਖ

છへの৚௦や、環境੄が੫঵と਺ৱੇ等を੥व

コミュニケーションの場としてのৰ઒হ঵を行う

「環境ੲਾ੦ೕତ૟হ঵」への参加などに取り

組॒でいます。

スॸーク঍ルॲーの຦さまの੫঵に対する環

境ੲਾ開ંへの関ੱのৈまりも౷まえ、当社੫

঵ॢルーউの環境への取り組みをओ理解いただ

けるよう、০後もిનなੲਾ開ંや൨্向のコ

ミュニケーションに取り組िなど、ಌなるౄৰに

౑めていきます。

環境崛嵇嵍崳崙ー崟嵏嵛嵣環境ੲਾ৫ંの
ಌ峔るౄ実に౑峫峐岮岷峨峃

৉ૉആ཮৲対ੁに関しては、2016年にパリ協

৒が発஍され、ব৔においてもশ਋戦റについ

ての৮૛が開઩されています。

当社は、電力঵ੀの自主৓ೳ組みである「電

気হ঵଩ຍಞ社会協৮会」の一৩として、

「6��(：਍全ન保（SDIHW\）を大৐઀として、エ

ネルギーの਍৒୹ஔ（EQHUJ\�VHFXULW\）、৽ੋ

ਙ（EFRQRP\）、環境保全（EQYLURQPHQWDO�

FRQVHUYDWLRQ）」の௴ਡを౷まえたਈిなエネ

ルギーミックスの୯੷と、৉ૉആ཮৲対ੁの૏

য়を৯੐し、੗એ৓な対ૢをਤめています。

఻体৓な取り組みとして、୹ஔએでは、਍全ન

保を大৐઀としたਉ子力発電所のગ༎௮に取り

組िとともに、৉ୠの્ਙを活かしたગ生૭能

エネルギーの଑োఁ大や火力発電のಌなるৈ஍

率৲、ଛଦ電における電力௤ଷなどをਤめてい

きます。

また೽ਏએでは、੄エネਙにરれた঄ートএン

উਃஓの଑োയਤなどのお௢さまのエネルギー

の஍率৓ਹ用の੍ରを行っているऺか、当社੫

঵ॢルーউのহ঵活動においても、環境ਙ能に

રれた車૏の଑োやহ঵所における੄エネな

ど、৉ૉആ཮৲対ੁをあらॅるડએから௓ਤし

ていきます。

6��(峼౷峨岲峉৉ૉആ཮৲ৌੁ峼
஋ா৓に௓ਤ峁峐岮岷峨峃
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東北電力グループ環境方針
　எた峋東北電力グループは、 「地域社会との共౭」、 「൉造的経営の推進」という経営理୛のもと、環境保全を経営の重ਏୖ題の峜
とつと位置હけ、 「東北電力グループ環境方針」および 「2018年度中期環境行動計画」に基峏き地域とともに環境への取り組みをା実
に進めています。

৽　੾　৶　୛

৉ ୠ 社 会 峒 の ુ ౭ ൉ୗ৓৽੾ の ௓ ਤ

東北電力グループ 環境方針
基本姿勢

私たちは、環境にやさしいエネルギーサービスを通じて、
地域社会・お客さまとともに、未来の子どもたちが
安心して暮らせる持続可能な社会を目指します。
　私たち東北電力グループは、地域とともに歩む企業グループとして、安全確保を大
前提に、環境保全と経済性が両立するエネルギーの安定供給に努めてまいりました。
　この私たちの使命は、これからも決して変わりません。
　私たちは、多くの恵みを与えてくれる地球に感謝し、自然と共生する地域の伝統的
価値観を大切にしながら、地域社会・お客さまとともに持続可能な成長を目指し、誠
実なコミュニケーションを通じて、環境への取り組みを考え、行動してまいります。

環境行動四原則
1.　地球の恵みに感謝し、限りある資源を大切に使います。
2.　自然環境への影響を抑制します。
3.　豊かな自然環境を守り、共生します。
4.　みなさまとともに、考え、行動します。

201�年度　র਋環境ষ৿計઺（2012020ع�年度）
　2018年度の中期環境行動計画は、以下の2つの方向性に基峏き、 5つの重ਏୖ題に対する施策をା実かつ੔ৄ的に進めて
いきます。
　また、 2018年度より、 環境行動計画の策定に向けた共通の方向性を企業グループ全体で共有し、同じ認௙と方向性をもって
より確実に環境行動に取り組んでいます。

هর਋環境ষ৿計઺の੎要ୖ਻ن

峼౷峨岲峉੗એ৓峔৉ૉആ཮৲ৌੁの௓ਤںگٔۈ　⋚
⋜　ৗ峉峔環境ૼ୒峮崐崵ル崖ー崟崡崮嵈ಉに峲る
　　�৉ୠ社会峢の๾൴
⋝　環境১ૠ਑のᏍஹ峒৉ୠ環境の保৸
⋞　੅ਢ૭ચ峔࿯環஑社会஄ਛ　
⋟　環境崛嵇嵍崳崙ー崟嵏嵛の௓ਤに峲る
　� �崡崮ー崗嵃ル崨ー峒の関બਘ৲

［方向性１］～ 従来からのベースとなる取り組み ～
環境負荷の低減等によるお客さま・地域社会との
信頼関係強化

［方向性２］～ 将来につなげる取り組み ～
環境面からの経済的価値・社会的価値の創造

グループુৢの্਱ਙ
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東北電力グループの環境嵆崵崠嵉嵛崰のઈ੾৬਑
　当社は、社長を議長とする「地球環境問題対策推進会議」
において、 全社的な環境マネジメントを総合的な観点から૯
૵的にଟ議し、 地域社会とともに持続可能な発展を目指し
た環境経営を推進しています。
　また、 「環境マネジメント委員会」において、 全社的な環境
マネジメントの方針・計画、଻別施策、実績評価について部
門૯૵的にଟ議し、 地球環境問題対策推進会議へ提案・
報告しています。

　グループ全体での環境マネジメントとして、当社企業グループ
27社は、 「東北電力グループ環境委員会」を設立し、一体
となった環境活動の方針、計画の立案、実績評価・ৄ直し
を行い、環境影響のಲ続的改善に努めています。
　また、 ISO14001に準じたஆ自の環境マネジメントシステム
である 「東北電力グループ環境マネジメントシステム
（T-EMS）」の導入・運用支援を行い、 グループ全体で環
境経営を推進しています。

東北電力の
� 環境嵆崵崠嵉嵛崰ੌ௶৬਑
　最高経営層を 「環境推進総ฐ責任者」とし、 経営の一環とし
て、会社全体を統ฐする環境マネジメント組௶を構築しています。
　また、 室部長、 事業所長を 「環境推進責任者」とした、 事業
活動と一体となった環境活動を推進しています。

東北電力の環境ઇ୘嵣ଢ଼ఊ
　従業員の環境意௙向上を௕るため、 新任管
理૙ઇ୘、 新入社員ઇ୘などにおいて、 環境
ઇ୘を実施しています。
　また、 環境൥౰会の実施、 社内イントラネット
による情報発信も஋ா的に行っています。

東北電力の社৔環境૰ਪ
　環境マネジメントの運用状況について、 業務機関
岾とに社内環境監査を実施しています。その੥果は、
経営層に報告するとともに、ୖ題のྴ出や改善の提
案、ଐ஀事୻の水平展開を௕っています。
　2017年度は、 12事業所で社内環境監査を
実施し、 環境マネジメントが適જに運用されてい
ることを確認しました。

ใࠂ ࿈ܞ

࿈ܞ
౦๺電ྗάϧーϓ

東北電力グループの環境マネジメント体制

東北電力グループ環境連絡会

T-EMS推進委員会

౦๺電ྗάϧーϓڥ؀࿈བྷձࣄװձ

֤ࣾ5�&.4ಋೖɾӡ༻ࢧԉ
5�&.4ొ࿥੍౓ӡ༻

ҕһձڥ؀
ʢҕһ௕ɿڥ؀෦௕ʣ

ॴۀࣄ֤
؅ཧ৬ձٞ౳

ʢ੹೚ऀɿۀࣄॴ௕ʣ

Ϛωδϝントҕһձڥ؀
ʢҕһ௕ɿܦߴ࠷Ӧ૚ʣ

ہ຿ࣄ
ʢڥ؀෦ɾاը෦ʣ

ࣾ಺؂ࠪڥ؀
஍ڥ؀ٿ໰୊ରࡦ

ਪਐձٞ
ʢٞ௕ɿࣾ௕ʣ

$43ਪਐձٞ
ʢٞ௕ɿࣾ௕ʣ

ࠂ
ใ
ɾ
Ҋ
ఏ

◆環境マネジメントの運営体制

※各室部・各事業所には、環境担当課長とエコリーダーを配置

支店
環境推進責任者
（支店長）

営業所
環境推進責任者
（所長）

発電所
環境推進責任者
（所長）

電力センター
環境推進責任者
（所長）

送配電カンパニー支社
環境推進責任者
（支社長）

環境推進総括責任者
（最高経営層）

全社環境推進責任者
（環境部長）

本店室部
環境推進責任者
（室部長）

◆組織体制（概略） 当社グループ企業従業
員の環境意௙高๐と知
௙向上を目的とした
「環境൥౰会」の様子
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ূਨਗ਼ৡॢঝشউ୭୆ঐॿ४ওথॺ३५ॸ঒ك06)�7ق
　「ূਨ電力ॢルーউ環境ঐネ४メントシスॸ঒
（7�(06）」とは、当社੫঵ॢルーউ全体の環境活
動のঞベルアッউを৯৓としたஆ自の環境ঐネ४メ
ントシスॸ঒で、 環境ঐネ४メントシ
スॸ঒のব੠৓なૠતである ,6214001�
や、環境੄のエコアクション21�を参考
にੁ৒した「7�(06�फ़イॻライン」に
੦तき、ઈ用を行っています。
　7�(06�ੳ઒取੭੫঵に対しては、当
社੫঵ॢルーউ৔の ,6214001�ଟਪ৩
や৔৖૰ਪ৩のથৱત者が、 環境への
取り組み૾யのଟਪを行い、 ূਨ電力
ॢルーউ環境੻৩会の৔৖組௶としてਝ
઼した「7�(06�௓ਤ੻৩会」へਾઔの
うえ、௬੼しています。 7�(06�ੳ઒の
થ஍਋଒は、ఃஈ日をକਡとして�年と
し、ੂ৚ఃஈਰఋは൐年、೐੅ଟਪま
たはಌৗଟਪを行っています。
　7�(06は、 所৒のਏ੷হඨによりଡ
ਛされており、計઺（3ODQ）、 計઺の
ৰ઱（'R）、取り組み૾யのનੳ・௬

੼（&KHFN）および全体の௬੼と見ઉし（$FWLRQ）
の 3'&$१イクルを೷りନすऒとによって、環境へ
の取り組みのಲਢ৓੝ఒを௕っています。

૚ர୭୆ঐॿ४ওথॺ३५ॸ঒धभૻຎٷ

7�(06फ़ॖॻছॖথ ISO14001 ग़॥॔ॡ३ঙথ��
ك��$)ق

ੁ৒ਃ関 ূਨ電力ॢルーউ環境੻৩会 ,62（ব੠ఏ૆৲ਃଡ） 環境੄

対　象 ূਨ電力ॢルーউ૚社 あらॅるரథ・ૠெの組௶ র小੫঵

ਏ੷হඨ
ْॳख़ックリストによるનੳহඨٓ
6WHS1 …………………… 16ඨ৯
6WHS2および� ………… 2�ඨ৯

80ඨ৯のਏ੷হඨ ْॳख़ックリストによるનੳহඨٓ
,6214001に૆じた�1ඨ৯

્　ඉ

($21に૆じた৔ઍでさらに取り
組みやすい৔ઍとし、ঞベルに
より6WHS1～�をਝ৒。

(06の෗તのみਏ੷しているた
め、ஆ自にルールを社৔にଡണ
する૑ਏがある。

,62の੷める෗組みに఻体৓な
ルールをൕંし、取り組みやす
い৔ઍとなっている。
一্で、環境ਾઔછの作ਛ・ਁ
਀ଝਜや自ഞॳख़ックシート৹
ਪඨ৯が੗い。

�06ੳ઒਄੭੫঵ ੑ��঺（2018年)�7ٷ月ଜৎਡ）

ূਨ電力（ઙ）� 通研電気ੵ঵（ઙ）
ূਨ発電ੵ঵（ઙ）�� ਨ日本電଍१ーঅス（ઙ）
ূਨ෤৲環境保全（ઙ）� ূਨ計ஓੵ঵（ઙ）
（ઙ）エルॱスূਨ� ূਨএート१ーঅス（ઙ）
（ઙ）ূ 日本ॸクঀ१ーベイ� ূਨエア१ーঅス（ઙ）
ূਨエネルギー१ーঅス（ઙ）�（ઙ）トークス
ൽਆ਷力電気（ઙ）� ূਨインॸリ४ख़ント通ਦ（ઙ）
会ஸᑊ子（ઙ）� ূਨএール（ઙ）
ূਨଠேफ़ス（ઙ）� ূ日本௪঵（ઙ）
7'*অ४ネス१এート（ઙ）� （ઙ）ূ ਨ開発コン१ルॱント
ূਨインইज़メーション・シスॸ঒ズ（ઙ）�ਨ日本電଍（ઙ）
ূਨ自ேエネルギー（ઙ）� ূਨ電ਃଲୗ（ઙ）
（ઙ）ঘアॸック

（ದਂ同）
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����ফ২भਛટधঽഞ௬੼ق୭୆੐ఏك
「਴ਛ2�年২র਋環境行動計઺」にൕऑた環境੐ఏ・઱ੁに対する௬੼はઃのとおりです。

ඨ
৯ ઱ؙੁ ੐ؙఏ ౐ؙਜ਼

����ফ২ ����ফ২ق਴ਛ��ফ২ك
఻৬৓਄ॉੌा

ৰؙౚ ৯ఏੑ؞઺க ৰؙౚ ঽഞ௬੼

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
向
上
に
よ
る
需
給
両
面
か
ら
の
地
球
温
暖
化
対
策

CO2ൾ出೪਑

&2ĉൾ出બਯ NJ�&2ĉ�N:K 0.548
1,2پ（�0��4）

（電気হ঵଩ຍಞ社会協৮会としての৯ఏ）
20�0年২
0��7ங২

0��2�
1,2پ（0��21）

ص
出਷率のੜ加やગ生૭能エネルギーの଑োఁ大などにより、火力発電の発ਭ電電力୤が੖૘したऒとから、&2ĉൾ出୤は৐年২ૻ7�4�੖
の�,7��ਐW��&2ĉ、&2ĉൾ出બਯは同4�6�੖の0��2�NJ�&2ĉN:Kとなった。
のகは、ગ生૭能エネルギーಕ৒੼તେ取਑২による৹ତ等をખ಩していない੦ຊ&2ĉൾ出୤およびൾ出બਯ（　　）1پ
2�小ਲ਼電気হ঵者としてのகであり、௞ਣ୹ஔ等の一ಹଛଦ電হ঵者分をஅ॒でいないپ

&2ĉൾ出୤ ਐW�&2ĉ 4,0��
1,2پ（4,0�4） ص �,7��

1,2پ（7�4,�）

ਉ子力発電所のਝ૟ਹ用率
の向上 ਝ૟ਹ用率 ٫ 0 ص 0 ص ূ日本大൜಼の୶஭により、੓ਆਉ子力発電所1～ �ಀਃおよびূ通ਉ子力発電所1ಀਃは全て೿ૃর。

火力発電所೸஍率の೐੅ଵ
理、向上

発電ഈ೸஍率
（଩ਜ਼発೸୤੦૆） ٫ 46�� ਠ૾より向上 46�2

૚火力発電所の೸஍率の「見える৲」によりউラントਙ能ଵ理のਔ௙ৈ๐を௕るとともに、日ଞଵ理、および৒਋ਡਫ਼後のਙ能૥験のৰ઱等によ
り೸஍率の೐੅・向上に౑めた。
੄エネ১のベンॳঐーク਑২に੦तく੐ఏ（なお、੐ఏはৈਜ਼発೸୤੦૆による）火力発電஍率：4پ、�پ

�پ੐ఏڶ

4پ੐ఏڷ
ص
٫

0��71
4���

（20�0年২までの୸ਛを৯੐す）
1�00ਰ上
44���ਰ上

0��6�
4���

電力௤ଷの଩੖
੕়௤ଷ率 ٫ 8.4 ਠ૾より੝ఒ 8�1

ଛ電଍ৗਝੵহの౎、৽年電଍୑౹ੵহにおいてఏ૆৓に「঄ঞહ଩টス電଍」を఼用し、ଛଦ電௤ଷの೪਑に౑めた。
ଛଦ電௤ଷ率 ٫ ��� ਠ૾より੝ఒ 4.8

ગ生૭能エネルギーのେ
取・৴௺ఁ大

太陽光発電৴௺୤
௯力発電৴௺୤ ਐN: �20��

8��6 ૭能な଒りੜ大 402�1
���2 ગ生૭能エネルギーのେ取・৴௺ఁ大に૭能な଒り౑め、お௢さまの太陽光発電ਝ૟・௯力発電ਝ૟からの৴௺୤はੜ大した。

6)čൾ出೪਑

6)č৚ઽ率
（ਡਫ਼・ྚહৎ） ٫ ���8 �7�0 ����

6)čफ़スຆোਃஓのਡਫ਼およびඏுৎに、फ़ス৚ઽಎ઼をઞ用しిਫに৚ઽした。
6)č৚ઽ率
（ඏுৎ） ٫ ���6 ���0 ���6

お௢さまの電৲ニーズに৓
નにૢえた঄ートএンউ電
৲の઀੧

঄ートএンউૄ
電気ஔจஓ
଑ো台ਯ

台 �7,�0� ਠ૾よりੜ大 �7,��2 お௢さまの電৲ニーズを৐઀に、環境ਙ、੄エネਙにરれた঄ートএンউਃஓを઀੧した。

ड़ইॕス等の੄エネ 電力ઞ用୤ ௲ਐN:K 101�� ਠ૾より଩੖ 8��� ૚হ঵所における૬৹、照৥、2$ਃஓなどのත電対ੁをಲਢৰ઱した。また一৖のহ঵をఀૃしたऒとにより電力ઞ用୤が੖૘した。

循
環
型
社
会
の
形
成

ਓ঵ఀಣ੟全体のથ஍ਹ用
向上 થ஍ਹ用率 ٫ �2�� �0�0 �2�8

લຍ࿏の発生୤がੜ加したものの、લຍ࿏のৗૠਬ取੔のન保によりથ஍ਹ用率の೐੅に౑めるとともに、जの౎のਓ঵ఀಣ੟のથ஍ਹ用
୤ੜ加により、৐年২を上৚るથ஍ਹ用率となった。なお、લຍ࿏ਰਗに発生୤が੗い「がれきథ」は100�、「সരくङ」、「લऒう」はऺऻ
100�のથ஍ਹ用を୸ਛした。

લຍ࿏ થ஍ਹ用率 ٫ �1�7 85.0 �1�6 લຍ࿏の発生୤が৺�ਐۣੜ加したものの、セメントਉમへのથ஍ਹ用に౑めた੥ટ、৐年২ৰౚと同ங২のથ஍ਹ用率をન保した。

ॢリٕン৹୸௓ਤ

ધඬ఻2$用౛
භো率 ٫ ���2 �0�0ਰ上 ���8 環境ଦൟૹષを৭උする等、ॢ リーン৹୸率の೐੅向上に౑めた。

ৱਃ౫৹୸率
（対象ષ৯） ٫ ���4 ���0ਰ上 ���4 ॢリーン৹୸ి়用ષのર੔භোに向けた取り組みが৒ାした。

଩ਁ૩車の଑োఁ大 ଑ো率 ٫ 74�0 7��0 80.0 ૭能な଒り、଩ਁ૩車の଑োに౑めた。（উラॢインঁイブリッॻ車17台ੜ）

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

環境ঐネ४メント体਑ਘ৲に向けた取り組み௓ਤ ಲ　ਢ

・�「਴ਛ2�年২র਋環境行動計઺」に੦तき、঵ਜと一体৓に環境੐ఏ・઱ੁの3'&$१イクルを৚し、ಲਢ৓੝ఒを௕った。
・�ड़ইॕスの੄エネ・੄ৱ౺活動等、社৩一人一人が率੔して環境଀෰଩੖の取り組みをਤめる「HFRड़ইॕス活動」を૚হ঵所で展開する
とともに、जの活動হ୻について、社৔এーॱル१イトや社৔ਾを通じて紹介し、૚হ঵所に਷਴展開した。

・�ূ ਨ電力ॢルーউ環境ঐネ४メントシスॸ঒（7�(06）を通じた環境ঐネ४メントਘ৲に౑めた（当社をஅめ2�社）。

岧自ഞ評価岨　　 �達成　　　 �໪峗達成　　　 �౞達
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ূਨਗ਼ৡभহ঵ણ৿ध୭୆भऊऊॎॉ
　�　当社のহ঵活動のরੱである電気হ঵では、஘رなৱ౺を発電などに਺োし電気を生み出すとともに、&2ĉやఀ
ಣ੟などの環境଀෰をൾ出しています。当社は、जうしたৱ౺଎ાや環境଀෰をਫしくཔ඼・ੳ௙し、環境୶஭を
೪਑するために、஘رな環境への取り組みに౑めています。

হ঵ણ৿ध୭୆଀෰ق����ফ২ৰౚك
 ْ ਗ਼ਞহ঵पउऐॊ਺ো資౺ध୭୆୶஭ٓ

೤料৹୸ಉ

INPUT

OUTPUT

णऎॊ
ك৅ਗ਼ق

৅ਗ਼৷೤料
　લຍ� ���ਐW
　੎అ� ��ਐ⒞
　ਉఅ� ��ਐ⒞
　ଠேफ़ス� ���੏ Nm3

　/1*� ���ਐW
　ਉ子೤મ� �W

਷
　　　ੵ঵用਷� �����ਐW

হ঵ਚदभઞ৷
　車૏用೤મ
　�　फ़९リン� �����⒞
　�　　　ೄఅ� ���⒞
　用౛භো୤� ���W
　਷੊ઞ用୤� �������P3

資౫
　લ࿏લ� ��ਐW
　アンঔニア� �ਐW

পਞ
　&2ĉ� �����ਐW�&2ĉپ

　62X� 决决���ਐWؙ
　12X� 决决���ਐW　

଩ঞঋঝଣೝਙఀಣ੟
　200⒝ॻラ঒࿁� �����ম
ൾ਷
　ੵ঵ൾ਷� ���ਐW

・�೤મ१উライॳख़ーンにおける環
境଀෰଩੖（2ڀ�ঌー४）

ౌৡ৅ਗ਼
発電電力୤

������௲ਐN:K

・�଩ຍಞ社会ৰਠに向けた
火力発電の取り組み

～22ڀ）　 2�ঌー४）
・�౞ਹ用౫をથ஍活用した਽
ସバイड़ঐス೤મの଑ো

（21ঌー४ڀ）　
・�ජೲした大気保全対ੁ
（�6ঌー४ڀ）　

਷ৡ৅ਗ਼
発電電力୤

�����௲ਐN:K

・�ব৔ਈ੗20�ধ所の਷力発
電所を保થ、環境にଦൟし
た਷力発電所のৗਝ、発電
所のリニューアルによる਷
ৱ౺のથ஍活用

～16ڀ）　 17ঌー४）

৉೸৅ਗ਼
発電電力୤

���௲ਐN:K

୬഻୾৅ਗ਼
発電電力୤

�௲ਐN:K

・�日本の৺4સをಚめる৉೸
発電ਝ૟を保થ

（20ঌー४ڀ）　

・�太陽光発電による&22ൾ出
೪਑

～18ڀ）　 1�ঌー४）

（ି）�ഈਯ૪理のため়計が়わない
場়があります

�ગ生૭能エネルギーಕ৒੼તେ取پ
਑২による৹ତ等をખ಩していな
い੦ຊ&2ĉൾ出୤であり、2018年
8月ৎਡのசਾக

धनऐॊ
كउ௢औऽق

ਓ঵ఀಣ੟
　発生୤� �����ਐW
　うठਈી૪分୤� ���ਐW

੤૏ऊैभ&2ĉൾল୤
� ���ਐW�&2ĉ

・�お௢さまのエネルギーの
஍率৓ਹ用に向けた੍ର

～�2ڀ）　 27ঌー४）

୿ਲ਼電力୤

������௲ਐN:K
ਉ৕ৡ৅ਗ਼
発電電力୤

� N:K

・�਍全ਙન保を大৐઀とした
ਉ子力発電の活用（1ڀ�～
1�ঌー४）

・�ਉ子力発電所ఢఈのଣೝ଍
୤の૰ଳおよび環境೾৒
ॹーॱのਁ開（ڀ��ঌー४）

・�হ঵所におけるත電・੄
エネルギー

�2ڀ）　ঌー४）

当社ड़ইॕスなどでの
ઞ用電力୤

��௲ਐN:K

उऎॊ
كଛਗ਼଍ق

・�ଛଦ電における電力௤ଷ
の଩੖（24ڀঌー४）

・�環境଀෰の଩੖に向けた
ৗ஑ଦ電用૗ಓஓの଑ো
（24ঌー४ڀ）
・�ଛ電଍の೭థ保護対ੁ
（40ঌー४ڀ）

ଛଦ電での௤ଷ電力୤

�����ٻ௲ਐN:K

౎社ਭ電電力୤
������௲ਐN:K
（火力・਷力・௯力・৉೸・

太陽光発電など）

発電所৔電力୤
�����௲ਐN:Kٻ
๐਷動力用電力୤
��௲ਐN:Kٻ

౎঺ऊैभභো
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電力୹ஔએの主峔਄峴ੌ峩
安全確保を大前提とした

原子力発電所の再༎௮への取り組み

再生可能エネルギーの活用

火力発電のಌなる高効率化

電力೽要એの主峔਄峴ੌ峩
お客さまの省エネ・省CO₂の取り組み支援

当社事業所における節電・省エネの取り組み

਍定୹ஔ
Energy security

৽ੋਙ
Economy

環境保৸
Environmental 
conservation

　଩ຍಞ社会の実ਠに਱け峐岝਍৸ન保峼প৐઀峒峁峉ਉ৕力৅電ਚのગ༎௮に਄峴ੌ峪峒峒峬に岝ગে૭ચ崐
崵ル崖ーのણ৷お峲峝ౌ力৅電のಌ峔るৈ஍૨৲峮ిજ峔೸஍૨の೐੅に౑峫峐岮峨峃岞 岬峹峅峐岝お௢岿峨の
੄崐崵嵣੄&2ĉの਄峴ੌ峩੍ର峼ষ岰峔峓岝電力の೽ஔ૏એ峑の&2ĉൾলచ੖にਈপ଒਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞

　峨峉岝電力঵ੀのঽ主৓ೳੌ峩峑岬る岣電ਞহ঵଩ຍಞ社会ੈ৮会岤の঳৩峒峁峐岝電ਞহ঵৸৬峒峁峐
20�0年度に&2ĉൾলબ数0��7NJ�&2ĉ�N:K�ங度峼৯指峃峔峓の岣଩ຍಞ社会実ষ計઺岤の実ਠに਱け峉
਄峴ੌ峩峼௓ਤ峁峐岮峨峃岞

਍৸　Safety

重ਏୖ題1 　S�３Eを౷まえた多面的な地球温暖化対策の推進

低炭素社会の実現に向けた温室効果ガスの排出抑制
　ਊ社峙岝 ਍৸ન保（6DIHW\） 峼প৐઀に岝 崐崵ル崖ー਍定୹ஔ（(QHUJ\�VHFXULW\）岝 環境保৸
（(QYLURQPHQWDO�FRQVHUYDWLRQ）岝৽ੋਙ（(FRQRP\）の৊時୸ਛ（6��(）岶崐崵ル崖ーহ঵者峒
峁峐のઞ୵峒અ岲峐お峴岝ਈి峔崐崵ル崖ー嵇崫崗崡の୯੷峒৉ૉആ཮৲ৌੁの૏য়峼৯指峁峨峃岞
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　当社は変電所のガスᄭ૵器などの電力機器で使用されるSFč
（౽フッ化硫້）ガスなど、地球温暖化への影響が大きいCO₂
以外の温室効果ガスについても排出抑制に取り組んでいます。

&2ĉਰਗのആ஼஍ટ崔崡ൾল実績

　東日本大震災以ఋ、原子力発電所停止の長期化などにより、
CO₂排出実績は高い水準で推移しています。
　2017年度は、出水率の増加や再生可能エネルギーの導入拡

大などにより、火力発電の発受電電力量が減૘したことから、
CO₂排出量は前年度比7.4%減の3,755万t-CO₂�、�CO₂排
出係数は同4.6%減の0.523⋹-CO₂�/kWhとなりました。

&2ĉൾল実績
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（4,177）
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900

CO2排出係数
（㎏‐CO2/kWh） （億kWh）

販売電力量CO2排出量
（万t-CO2）

811
790 827
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778 775

（0.571）

0.573

766

（0.556）（0.545）（0.521）

0.559 0.548 0.523

751 740 717

CO2排出量 CO2排出係数 販売電力量

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

4,563 
（4,580）（4,671）

4,356 

◆�$0⒪ഉग़࣮੷とൢച電力ྔの೥౓͝とのਪҠ

※（　）内の値は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度による調整などを反映していない基ຊڮۄڸ排出量およびڮۄڸ排出係数
※�2016年度以ఋは小売電気事業者としての値であり、離島୹給等の一般送配電事業者分をஅんでいない
※2017年度の値は、2018年8月時点の速報値

◆�4'⒮Ψεのճऩ཰およͼ)'$のอ༗ ・ྔഉग़ྔ
� （����೥౓࣮੷）

SF₆

ʲ回収率 9r9.8�
ʲ用్ 主rにガスःஅ器等の電力機器のઈԑ材等に使用。
ʲ対策 SrF₆ガス回収装置を使用し、大気放出の防止に౒

Ίる。

)FC

ʲ保有量 5r1.2t
ʲ排出量 9r47t-CO₂
ʲ用్ 主rに空調機器のྫྷഔ等に使用。
ʲ対策 機r器装置・修ਖ਼時の漏Ӯ防止・回収・再利用に

౒Ίる。

˞ 4'⒮ɿ࿡ϑοԽེԫɺ)'$ɿϋΠυϩϑϧΦϩΧーϘϯ
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　当社のCO₂排出量は、東日本大震災以ఋ、原子力発電所
の停止に伴う火力発電量の増加により高い水準で推移しています。

原子力発電は、発電ૌ程においてCO₂を排出しない電源である
ため、地球温暖化防止に大きくఞଖすると考えています。

　また、原子力発電所（100万kWあたり）によるCO₂排出抑
制効果を一定の条੯のもとで試算すると、年間約330万t-CO₂

となります。 この抑制効果は、2017年度の当社のCO₂排出量
（3,755万t-CO₂�）の1સ程度に相当します。

ਉ৕力৅電に峲る&2ĉൾল೪਑

安全確保を大前提とした原子力発電の活用
　ਉ৕力৅電峙岝৅電時に&2ĉ峼ল岿峄岝૘峔岮೤મ峑੗岹の電ਞ峼ে峩ল峃岽峒岶峑岷岝೤મ峑岬る崎嵑嵛の৹
୸岶਍定峁峐岮る峒岮岰્ඉ岶岬る岽峒岵峳岝ਊ社峙਍৸ਙのન保峼প৐઀に岝০৏峬঳定のસ়峑ਉ৕力峼ણ
৷峁峐岮岹૑要岶岬る峒અ岲峐岮峨峃岞 ੓ਆ嵣東ৢの૏ਉ৕力৅電ਚ峑峙岝਍৸ৌੁにା実に਄峴ੌ峪峒峒峬に岝
৉ୠの຦岿峨の岾৶ੰ峼岮峉峊岷峔岶峳岝ગ༎௮峼৯指峁峐岮岷峨峃岞

◆�֤छ電ݯの$0⒪ഉग़ྔ

�
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���
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����
	H�$0⒪�Ωϩϫοト࣌
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ʢւ༸ઃஔුମࣜʣ

力ࢠݪ ஍೤ ਫ力

���

�� ��
��� ��

�� �� ��
��

�� �� ��

���

���

���

ઃඋɾӡ༻ ൃ電೩ྉ೩ম
（注）発電燃料の燃焼に加え、原料
の採掘から発電設備などの建設・燃
料輸送・精製・運用・保守などのた
めに消費されるすべてのエネルギー
を対象としてCO₂排出量を算出。

年間

৺330ਐW�&2ĉ

［試算条੯］
　　CO₂排出係数：0.523kg-CO₂/kWh
　　　（当社2017年度調整後実績)　
　　原子力発電所の設備利用率：72％
　　　　(当社2010年度実績)

出๕：電気事業連合会「原子力コンセンサス」

力ൃ電ॴ（���ສL8͋ͨΓ）の$0⒪ഉग़཈制ޮՌࢠݪ�◆
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　当社は、さま峀まな安全対策や日ଞ的なธಫの実施に加え、
規制の枠組みにとどまることなく、自主的・ಲ続的に原子力の安
全性を向上さ峅ていくための取り組みを進めています。
　今後さらに原子力の安全性を高めていくためには、組௶的・体

系的な「質の高いリスクマネジメント」を確立・強化していく૑ਏが
あると考えています。 このため、経営トップのコミットメント（強い意ಂ・
関ଖ）のもと、原子力リスクマネジメントを強力に推進していくため
の社内体制の整備・強化に取り組んでいます。

　当社は、新規制基準適合性ଟ査に対ૢするとともに、同基準
や最新の知ৄ等を౷まえた安全対策に取り組んでおり、女川原
子力発電所2号機については2018年度後半、東通原子力発
電所1号機については2019年度の工事完了を目指してきました。
　こうした中、女川2号機については、基準地震動や基準津ణ等
に対し「໪峗༜当な検ୈがなされている」との評価を受けるなど、
ଟ査はା実に進⎃しているものの、発電所の設備に関するଟ査
については、今後も一定の期間をਏするものと考えています。 東
通1号機についても、原子ັ建屋などのິ震重ਏ施設等の直下
にある૵層の活動性評価に係る当社の考え方やହ明内容につい
て、「໪峗༜当な検ୈがなされている」との評価をいた峊いています
が、その౎のഢ地内૵層の活動性評価や発電所の設備に関す
るଟ査については、今後も一定の期間をਏするものと考えています。
　また、ଟ査とధ行してོ意取り組んでいる安全対策工事につい
ては、ଟ査のૌ程で得られた知ৄ・評価を適࿤反映しながら、設
計や工事を進めていくことが૑ਏな状況にあります。
　こうしたことから、安全対策全体の工事工程をあらためて評価し

た੥果、女川2号機については「2020年度」、東通1号機につい
ては「2021年度」の工事完了を目指して工事を進めていくことと
しました。
　当社としては、新たな工事完了時期に向けて、適合性ଟ査や
安全対策工事に全力で取り組んでいきます。 そして、地域の຦さ
まの岾理ੰを得ながら、工事完了後、準備が整った段階での再
༎௮を目指していきます。

⋇原子力リスク検ୈ委員会の設置
　��原子力リスクマネジメントの重ਏ性を౷まえ、社長を委員長と
する「原子力リスク検ୈ委員会」を2014年7月に設置しました。

　��この委員会では、原子力リスクの分ෲ・評価やリスク低減に向
けた૑ਏな対ૢ策、および地域の方々とのコミュニケーションの
あり方などを検ୈしていきます。

⋈特定ୖ題検ୈチームの設置
　��原子力リスクマネジメントの実ᄷにあたり、プラント監ଳ能力の
向上や効果的な活動の推進機能を強化するため、社内૯૵
的な部門の人員で構成する「特定ୖ題検ୈチーム」を2014
年7月に設置しました。

　��原子力リスク検ୈ委員会の方針を౷まえ、原子力リスクマネジ
メントを実ᄷ・けん引していきます。

⋉リスクコミュニケーションの強化
　��これまで展開してきた௰問対ਵ活動など地域の方々とのコミュ
ニケーション活動について、原子力のリスク情報やリスク低減に
向けた取り組みもాり੢みながら、൨方向のコミュニケーションに
さらに努めていきます。

ਉ৕力৅電ਚのঽ主৓峔਍৸ਙ਱঱に਱け峉਄峴ੌ峩

੓ਆ2ಀਃ嵣東ৢ1ಀਃの਍৸ৌੁੵহ౥വ時਋のৄઉ峁に峎岮峐

東通原子力発電所（青森県東通੨）
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˔ઃඋ面（ϋーυ面）のऔΓ組Έ
　当社原子力発電所では、万一の事௛の進展にૢじた対策をと
る「஥層防護」の取り組みを進めています。 ஥層防護とは、事௛
の発生を୫い止める、万一の事௛にඹったৃ合においても環境へ
の放射線影響を拡大さ峅ないなど、事ଙの進展にૢじ、それぞれ
の段階岾とに、目的を達成するために૑ਏな対策を準備するとい
う考え方です。
　女川原子力発電所では、現૔、地震対策として、基準地振
動Ss（1,000ガル）のณれに対しても重ਏ施設の損ംを防止
するິ震強化を行い、また、津ణ対策として防ດ༕のかさ上岼工
事（海௷約29m、全長約800m）や、原子ັ格ವ容器のૌ
圧破損を防止するために行うベントの際、放射性物質の放出を
抑制する、フィルターહ格ವ容器ベント設備の設置工事などを進
めています。
　東通原子力発電所でも、緊急時に૑ਏな冷却水を確保する

ためのཤ水ฅ水ဓ（約3,600⒛¼3基）の設置工事などを進め
ています。 また、両発電所ともに、運転停止中の安全維持点検
をはじめとする各種点検など、プラント設備の保ஹ管理にも取り組
んでいます。
˔運༻面（ιϑト面）のऔΓ組Έ
　設備面の安全対策を確実に機能さ峅るため、機器のඝ作手順
を整備した上で、ජೲしたઇ୘を行っています。手順書に基峏き、
発電所対策本部の運営や通報連൪、原子ັへのି水、電源
確保などのธಫをಲ続的に実施しています。
　఻体的には、女川原子力発電所では、శଞ時にฅ水タンクな
どから原子ັや燃料プールに直மି水できる代౹ି水車を使用
したธಫを行っています。 また、東通原子力発電所では、原子
ັや燃料プールへのି水に૑ਏな水源を長期的に確保すること
を目的とした河川からの取水ธಫを実施するなど、緊急時の対ૢ
力向上に努めています。

　女川と東通の両原子力発電所では、年2回、地域の຦さまに、
発電所に関する情報をお知ら峅しながら岾意ৄをቯう௰問対ਵ
活動を行っています。
　2018年7月には、女川原子力発電所で約3,900世ఝ（女川

町と石巻市ቛ鹿半島部）、また、同年5月から6月にかけては、
東通原子力発電所で約2,800世ఝ（東通੨）を、各発電所の
所員が௰問しました。 今後も、これらの活動を通じて、地域の຦さ
まから信౅いた峊ける、地域に根峀した発電所を目指していきます。

ਝ૟એ嵣ઈ৷એの૏એ岵峳਍৸ৌੁ峼ਘ৲

৉ୠの຦岿峨のଢ峼৅電ਚઈ੾にણ岵峃৸ૺ௰ਖৌਵણ৿

女川原子力発電所「こんに峋は௰問」
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　当社は、国内最多の209嵝所※1（約245万kW）の水力発電所を有しており、当社グルー
プ企業が保有する水力発電所19嵝所（約13万kW）を合わ峅ると、総出力は約257万
kWになります。
　当社の2017年度の水力発電による発電電力量は、約84億1,200万kWhで、これは
一般家൦約270万世ఝが1年間に使用する電力量に相当します。
※1　水力発電所保有数は2017年度ଜ時点のものです
※2��一般家൦のモデルケースを使用電力量260kWh/�月とし、試算した値

ব৔ਈ੗の਷力৅電ਚ峼保有

　ૣ島県から新潟県を流れる඾வ野川水系の中でも඾வ川・඾
வ野川とᇹৄ川には、11のダムと16の水力発電所があり、最大
出力約87万kW（๐水発電所をஅめると17の発電所で約133
万kW）と、当社最大の水力電源地ఝを形成しています。
　その中の鹿瀬発電所（新潟県）については、経年によるഠᄺ
化が進行したことから、発電所の大規模なリニューアル工事を行い、
水車発電機を6台から2台にৄ直し、高効率の立ກバルブ水車
を採用することにより、使用水量を変えることなく、最大出力として

10%程度の出力増（49,50054,200ܒkW）を௕り、2017
年9月に営業運転を再開しています。
　また、ඹ੺の当社水力発電所の新設としては、2016年に津軽
発電所（青森県：最大8,500kW）、第二ᅓઋ発電所（新
潟県：最大4,500kW）の営業運転を開始しています。
　当社とグループ企業は、水力発電所の新設やリニューアルを通じ、
水資源の有効活用に取り組んでいます。

਷力৅電ਚのৗਝ嵣嵒崳嵍ー崊ル峼ৢ峂峉਷資౺の有஍ણ৷

਷力৅電

国内最多

209崓ਚ

鹿瀬発電所 高効率立ກバルブ水車

東北・新潟の豊かな自然を生かした 
再生可能エネルギーの஋ா的活用

　ਊ社੫঵グループ峙岝東北嵣ৗඎ৉ୠの௹岵峔ঽே環境峼ણ岵峁岝਷力嵣৉೸৅電の଑ো岝୬഻୾嵣௯力৅電
のਹ৷ఁপ峔峓岝ગে૭ચ崐崵ル崖ー峼஋ா৓にણ৷峁峐岮峨峃岞
　201�年に峙ગে૭ચ崐崵ル崖ー৅電হ঵会社�社峼়ಡ峁峉東北ঽே崐崵ル崖ー株式会社峼ਝয়峁峨峁峉岞৊
社峑峙岝20�0年に਱け峐ল力�0ਐN:پ峼৯指峃峔峓岝ਊ社੫঵グループ৸৬峒峁峐ગে૭ચ崐崵ル崖ー৅電হ
঵の঳ಽの௓ਤに਱け峐਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞
※現有のႪ気基地出力ఌ算10万kW強に加え、発電設備15万kW強を೅増さ峅る目標

　峨峉岝ਊ社峙岝2017年7াに਷力৅電にબるੌ௶峼঳੪৲峁岝৽年਷力৅電ਚの嵒崽嵔崫崟嵍計઺峮岝グループ
੫঵峢のૼ୒৓੍ର峼ৢ峂峐ৗૠ਷力計઺峼௓ਤ峃る৬਑峼ତ૟峁峐岮峨峃岞
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　東北自然エネルギー株式会社は、৛形県の荒川水系௣川
において、௣川第二発電所（出力14,600kW、৛形県西
置ᇿ໡小国町）の新規開発を行うこととし、2019年9月の
営業運転開始を目指し、2016年6月にା工しました。
　௣川は、河川流量が豊୕なことに加え、河川ᐉ配が大きい
ことなど、水力発電に適した条੯を備えています。 また、東北
自然エネルギー株式会社は、開発地点の上流にあるใ設の
௣川発電所を運用しており、ノウハウを活用しながら、一体で
運用することが可能となります。
　௣川第二発電所は、ใ設の௣川発電所の直下に新設す
る取水ཆからの取水（5m /s）と、上流の௣川発電所から
の放水量（最大20m /s）を合わ峅た最大25m /sの水

量を利用して発電を行う計画としています。
　௣川第二発電所の開発・運用にあたっては、東北自然エネ
ルギーが有するノウハウ等を活かし、ఢఈ環境にもે分配慮
した対ૢを行うこととしています。
　建設工事において発生するᅇ採木は、通ଞは廃棄するもの
ですが、廃棄量をなるべく減らし価値ある森林資源として活用
するため、地੪森林組合などの協力を得て、約1,000tのᅇ
採木を合ഝやパルプの原料に利用しました。 また、ᅇ採木を
原料として公ୱに置くベンチや集会所で使う本ྕを製作し日
頃お世ਵになっている地੪関係機関へ๔Ⴋし、多くの方々に
岾利用いた峊いています。

　ਕ೜૕発電所は、仙台৘ඌを૴れるઁ௿ਆఖᄪにਜ਼઼しており、「日本の
਷力発電発໋の৉」です。 1888年（৥੘21年）、૝ଗၯౚ会社がਕ೜૕ੵ
場৔の਷車ॱーঅンをਹ用して、日本ੂの਷力発電にਛ඘しました。जの
後、਷力発電所の૦ਝや਷車などのਝ૟のੜਘを৽て、1�10年（৥੘4�年）
にਠ૔のਕ೜૕発電所がઈ転を開઩しました。
　ਕ೜૕発電所はऒれまで、1���年にবのఃஈથ஄ધ৲ଃにఃஈされたऺ
か、2000年২に仙台৘੃৘ବ௴ೖをਭೖし、2008年にਃ༊఩ਓ、200�年
に੺৻৲ਓ঵఩ਓ、2017年にで॒きのຊにੳ৒されました。環境એではఖ
ਆの生ଙ௺に୶஭をଖえないよう、上૴の取਷ॲ঒હ੺にຂ੊をਝけ、ຂథ
の৚ฉを࿉ऑないようにしています。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 ௣ਆਸ਼੸৅電ਚط東北ঽே崐崵ル崖ー株式会社

723
,&6

௣川第二発電所建設の様子 ᅇ採木から制作したベンチと本ྕ

130ఢ年をಶえた
三೜沢発電所

運転開始から

1�0ఢ年
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　当社は、2012年7月からスタートした再生可能エネルギーの固
定価格買取制度などに基峏き、お客さまの太陽光発電設備から

の電力購入を進めています。 2017年度ଜの太陽光発電からの
購入実績は約402万kWとなりました。

૶ੜ峃るお௢岿峨の୬഻୾৅電ਝ૟岵峳の電力භো

�୬഻୾৅電岵峳のභো実績の௓୎ٷ

　当社には、八戸、仙台、原町のメガソーラー※1および石巻蛇田
の太陽光発電所があります。
　これら4嵝所の太陽光発電所の運転により、年間約2,600t※2の
CO₂排出抑制につながると試算しています。（一般家൦約1,600

世ఝが電気の使用に伴い1年間に排出するCO₂量に相当）
※1　出力1メガワット(1,000kW)以上の大規模太陽光発電所
※2　一般家൦のモデルケースを使用電力量260kWh/月とし、試算した値

ਊ社୬഻୾৅電に峲る&2ĉൾল೪਑の਄峴ੌ峩

୬഻୾৅電

石巻蛇田太陽光発電所（宮城県石巻市）

���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����
ʢ೥౓ʣ

ଠཅޫൃిߪೖిྗʢສ L8ʣ

�

��

���

���

���

���

���

���

���

���

৺402ਐN:
����ফ২ৰౚ

◆�ਊ社୬഻୾৅電ਚの໪要

৉ਡ লৡ ৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤
كਝ૟ਹ৷૨���धෘ৒खञৃ়ق ઈૡ৫઩

ழૺ
太陽光
発電所

1,�00N:
৺160ਐN:K�年

（一ಹੇ൦৺�00਼ఝの
年間ઞ用電力୤にৼ当）

2011年12月

仙台
太陽光
発電所

2,000N:
৺210ਐN:K�年

（一ಹੇ൦৺700਼ఝの
年間ઞ用電力୤にৼ当）

2012年�月

ਉ঴
太陽光
発電所

1,000N:
৺10�ਐN:K�年

（一ಹੇ൦৺�00਼ఝの
年間ઞ用電力୤にৼ当）

201�年1月

લඕჄি
太陽光
発電所

�00N:
৺�1ਐN:K�年

（一ಹੇ൦৺100਼ఝの
年間ઞ用電力୤にৼ当）

2016年�月
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　当社は、再生可能エネルギーの導入拡大と電力の安定୹給を
両立していくため、太陽光発電出力の੒測ಖ度の向上を௕った、
新たな「太陽光発電出力੒測システム」を三ഇ電機株式会社と
共同で開発し、2016年4月より運用を開始しています。
　本システムでは、気象庁提୹の5kmないし20kmメッシュの気
象੒報データを基に日射量を੒測し、太陽光発電出力を੒測し
ます。 さらに、最新の気象データを反映できるよう੒測ᄄ度を高め

るとともに、ૌ去の太陽光発電実績から日射量と太陽光出力の
関係を分ෲし、੒測値にଓ正を加えること等により、੒測ಖ度の
向上を௕っています。
　太陽光発電は、気象条੯により発電出力が大きく変動するため、
火力発電等の出力調整により系統全体のఢణ数を維持していま
すが、出力੒測のಖ度向上により、出力調整を行う火力発電等
の効率的な運用にもつながるものと考えています。

୬഻୾৅電峼ਈপણ৷n୬഻୾৅電ল力੒೾崟崡崮嵈|

　東北地域は風況に౩まれていることから、当社は、1991年度
から竜飛ウィンドパーク（青森県）で風力発電の実証試験を行う
など、風力発電の導入拡大に努めてきました。

　当社の風力発電からの購入実績は2017年度実績で、国内トッ
プの約99万kWとなっています。

ব৔崰崫プ�お௢岿峨の௯力৅電ਝ૟岵峳の電力භো

　東北自然エネルギー株式会社は、能代風力発電所
（秋田県）において、600kWの風車24台（合計1万
4,400kW）で発電を行っています。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩

ચ৻௯力৅電ਚ
東北ঽே崐崵ル崖ー株式会社

能代風力発電所

�௯力৅電岵峳のභো実績の௓୎ٷ

௯力৅電

���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� �����

��

��

��

��

��

��

��

��

෩ྗൃిߪೖిྗʢສ L8ʣ

��

���

���� ����
ʢ೥౓ʣ

���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����
ʢ೥౓ʣ

৺99ਐN:
����ফ২ৰౚ
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　松川地熱発電所（岩手県）は、1966年に運転を開始し
たૹ用としては国内最初の地熱発電所で、50年を経てなお
現૽であり、2016年には機械఩産に認定されました。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 ૈਆ৉೸৅電ਚط東北ঽே崐崵ル崖ー株式会社

　当社は、1978年の葛根田地熱発電所（岩手県）の運転開
始以ఋ、地熱発電の導入に஋ா的に取り組んでいます。
　当社企業グループ全体では、2017年度ଜで東北地域に5嵝所
6基、合計出力21万2,300kWと国内最大の地熱発電設備
（全国の約4સ）を有しており、2017年度の発電電力量は、
約9億860万kWhとなっています。（一般家൦約29万世ఝが
1年間に使用する電力量に相当※）。
　また、環境省などのಅ可を得て、国立・国定公ୱ外から「࿿め
໧り」の手法を用いて、従ਟ活用できなかった公ୱ内の地熱エネ
ルギーを活用するための取り組みも行っています。
　当社企業グループは、2010年より木地৛・下のዊ地域（秋田
県）において地熱資源を調査しており、2015年には地熱ฅ೏
層のோ૔が確認され、2016年からは大ઠྫྷ調査੩の໧削によ
る資源量評価に取組んでいます。
※�一般家൦のモデルケースを使用電力量260kWh/月とし、試算した値

　海外での取り組みとしては、2018年3月にインドネシア共和国
の「ランタウ・デタップ地熱発電事業」に当社初の海外地熱発電
事業として出資参画しました。 本事業の地熱発電所（9.84万
kW）の営業運転は2020年後半を੒定しており、当社は国内
でသってきた地熱発電技術の知ৄ・経験を活かして、発電所の
安定༎௮に஋ா的に貢献できるものと考えています。

঩মの৺�સ峼ಚ峫る৉೸৅電ਝ૟峼保有

ਲਗにおける৉೸৅電হ঵峢の਄峴ੌ峩

�৸বの৉೸৅電ল力（2017年度実績）ٷ

৉೸৅電

Ⴊ気のྱ気試験の様子

ਊ঺੫঵ॢঝشউ
৺��ਐN:৸ব়ੑ

৺��ਐN:

全国における出力સ合

৺��٫
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　相馬共同火力発電株式会社新地発電所（ૣ島県）
では、2015年度から木質バイオマス燃料を導入しています。

　ଞเ共同火力株式会社ᅫਟ発電所（ૣ島県）で
は、2011年3月より木質バイオマス燃料（木質嵂レット）
を導入し、石炭と೴合して燃焼しています。木質バイオマ
ス燃料は、製品として使われないଋ材を加工成形した固
形燃料です。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩ৼ஝ુ৊ౌ力৅電株式会社 ଞเુ৊ౌ力株式会社

　2011年5月より当社グループ企業である酒田共同火力発
電株式会社において使用している木質バイオマス燃料は、配
電線の保ஹ作業などに伴い発生するᅇ採木を活用するもので、

当社グループ企業であるグリーンリサイクル株式会社より୹給さ
れています。

ඣিુ৊ౌ力৅電株式会社

崸崌崒嵆崡崝崌嵕ٻ
バイオマスアンローダで荷๐された木質バイオマ
ス燃料をฅ୉します。木質バイオマス燃料は
石炭と೴合して使用します。
㌣਽ସ崸崌崒嵆崡（਽ସ嵂嵔崫崰）
木質バイオマス燃料は、木材をᅇ採した後に
発生する౞利用の木質原料等を加工した再
生可能エネルギーです。 木質バイオマス燃料設備

木質嵂レット

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩

　当社は、再生可能エネルギーである木質バイオマス燃料（木質
チップ）を石炭火力発電所で使用することによりCO₂排出抑制を
行っています。
　当社石炭火力発電所では、地੪の౞利用材を木質バイオマス
燃料として活用しており、 能代火力発電所（秋田県）では

2012年から、原町火力発電所（ૣ島県）では2015年から運
用を開始しています。 なお、ૣ島県産の木質バイオマス燃料の利
用にあたっては、工ৃ出荷時および受入時における放射線量の
測定など、環境への影響がないよう、品質・安全管理をජೲして
います。

崸崌崒嵆崡৅電

৉੪の౞ਹ৷౫峼有஍ણ৷峁峉਽ସ崸崌崒嵆崡೤મのણ৷

◆�લຍౌ力峑の਽ସ崸崌崒嵆崡೤મ଑োの໪要（ඣিુ৊ౌ力৅電の୻）

ূਨਗ਼ৡ
（ଵ৔૚৉）

ॢজشথজ१ॖॡঝ
（గু਩ਨ上৘）

伐採木
収集
伐採木
収集

燃料
運搬
燃料
運搬

配電線保守作業などに伴う伐採 木質バイオマス燃料への加工・販売 2号機で石炭と混焼

ඣিુ৊ౌৡ৅ਗ਼
（৛஄਩ඣি৘）
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　火力発電における熱効率の向上は、化石燃料の使用量を減
૘さ峅エネルギー資源の有効利用に貢献することはも峋峷ん、
CO₂の排出抑制にも貢献することから、当社は熱効率の高い火
力発電技術を஋ா的に導入しています。
�　1985年に営業運転開始した東新潟火力発電所3号系列は、
国内初の事業用大容量コンバインドサイクル発電設備であり、当

時の最高水準である約48％の熱効率を達成しました。 その後も、
東新潟火力発電所4号系列、仙台火力発電所4号機でさらに
高い熱効率を実現し、2016年7月に全量による営業運転を開
始した新仙台火力発電所3号系列では、当時としては世界最高
水準となる熱効率60%以上を達成しました。

೸஍૨の਱঱に峲る&2ĉൾল೪਑

低炭素社会実現に向けた火力発電の取り組み
　　ౌ力৅電峙岝崐崵ル崖ーの਍定୹ஔの௴点岵峳੎要峔電౺峑岬る峒峒峬に岝୬഻୾峮௯力৅電の૗৿峼৹ତ
峃る૽સ峼૿峍峐岮る঳্峑岝৲લ೤મの଎ા峮&2ĉのൾল峔峓の環境એのୖ਻峬岬峴峨峃岞
　ਊ社お峲峝グループ੫঵峙岝঩ଞの岷峫಍峮岵峔ઈૡଵ৶峮ৈ஍૨崛嵛崸崌嵛崱崝崌崗ル৅電の଑োに峲る೸஍
૨の೐੅嵣਱঱峔峓に峲峴岝ౌ力৅電ਚ岵峳の&2ĉൾল೪਑に౑峫峐岮峨峃岞

��

��

��

��

��

��

��

ৗਝ火力೸஍率௓୎
（৒ત出力ਝ৒க）

଩ਜ਼発೸୤੦૆：೤મরの਷分および೤൏によって生ਛされた਷分のᅼೠ೸を୷ਬいた発೸୤پ

೤ޮ཰（ˋ）
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ব৔ੂभহ঵৷পઍ୤
फ़५॥থংॖথॻ१ॖॡঝ৅ਗ਼

ใਝ火力の੕়೸஍率௓୎
（फ़ス・લఅ・લຍ火力のઈ用ৰౚ）

（پ଩ਜ਼৅೸୤੦૆）力৅電ਚの೸஍૨の௓୎ౌ�ٷ

　秋田火力発電所5号機および東新潟火力発電所5号機は、東
日本大震災後の早期の୹給力確保を目的とした緊急設置電源
として2012年より営業運転を開始しました。 主に需ਏが高まるಒ
ఛや෈ఛの崼ーク時間ఝに活用してきましたが、今後の需ਏのৄ

通しなどを౷まえて廃止することとしています。 秋田火力発電所5
号機および東新潟火力発電所5号機で使用していたガスタービン
については、東新潟火力発電所4－1号系列に転用することで、
廃止設備を有効活用するとともに熱効率の向上を௕っていきます。

ಸ૶ਝ઼電౺ਝ૟崔崡崧ー崻嵛の有஍ણ৷
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　また当社は、電力の安定୹給の確保とともに、高い経済性と環
境負荷の低減の両立に向け、能代火力発電所3�号機の建設工
事や上越火力発電所1号機の建設計画をା実に推進しています。
　能代火力発電所3号機は、超々ಏ界圧方式（USC）を導入

することにより、ใ設1・2号機よりも高い熱効率をৄ੢んでおり、
上越火力発電所1号機は、当社最高の熱効率63％以上となる
コンバインドサイクル発電設備として、高い経済性と環境負荷の低
減を௕ることとしています。

ৗਝౌ力৅電ਝ૟の૦ਝ௓ਤ

঱௭ك*1/ق

ৗ෽઎ك*1/ق

ْચ৻�ಀٓ
2016年1月ାੵ
出力：60ਐN:
೸஍率：44�8٫
ه଩ਜ਼発೸୤੦૆ن�　　　
ઈ転開઩：2020年6月੒৒

ْ঱௭�ಀٓ
201�年�月ାੵ੒৒
出力：�7�2ਐN:
೸஍率：6�٫ਰ上（ਝ計র）
ه଩ਜ਼発೸୤੦૆ن�　　　
ઈ転開઩：202�年6月੒৒

2017年6月に、ৗ仙台火力リউঞース
উট४ख़クトについて、৪বエ४९ン電気
協会よりエ४९ンೖをਭೖழ ك*1/قૺ

ূৗඎ
كಉ*1/ق

ৗඎ
كಉ*1/ق

෽઎
كଠேफ़५ق

ৗ৉قલຍك
ਉ঴قલຍك

ᅫਟقલຍك

௘িقલఅك

ඣিقલຍك

当社火力 ુ同火力

ચ৻قલຍك

ْৗ෽઎�ಀ௺ഔٓ
੾঵ઈ転র
出力：104�6ਐN:
೸஍率：60٫ਰ上
ه଩ਜ਼発೸୤੦૆ن�　　　

　原子力発電所の停止に伴う火力発電所の高༎௮により、LNG
や重原油など化石燃料の消費量が増加しています。
　当社は、経済的かつ安定的な燃料調達に加えて、発電にඹる

一連の流れ（サプライチェーン）の各ૌ程で஋ா的に環境負荷
の低減に努めています。

೤મ崝プ嵑崌崩崏ー嵛における環境଀෰଩੖

೤મ崝プ嵑崌崩崏ー嵛における環境峢の਄峴ੌ峩ٷ
�大型船を஋ா的に活用し、燃料ୟ送時のエネルギー消費量の効率化による温室効果ガス排出量の削減ٴ
�発電に伴い発生する石炭࿏の削減を௕るため、低࿏分炭（຋᫬青炭など）のಲ続的調達ٴ
�硫້分の૘ない重原油を発電用燃料として利用するなど、硫້酸化物（SOx）やᄚ素酸化物（NOx）排出の削減ٴ

大型船活用による環境負荷低減への取り組み
（石炭専用船　能代ீط 90,000トン௻）
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低炭素社会実現に向けた送配電の取り組み
　お௢岿峨峢電ਞ峼おඍけ峃るଛ電嵣૗電嵣ଦ電峑峙岝電力௤ଷの଩੖岝環境৹ਮ஑૗ಓஓの଑ো峔峓の਄峴ੌ峩
に峲峴岝&2ĉൾল೪਑に౑峫峐岮峨峃岞

2017年度送配電損失率

���٫

　ཱ空送電線では、電気຅ಿを20％以上低減できる「ヒレહ低
ロス電線」の採用拡大などの設備対策に加え、電力損失を最小
化さ峅る監ଳ制౪システムによる送電系統の運用などにより、੺
年の送配電損失率を5％程度にまで低減さ峅ています。

　また、ౄ電されている変圧器で電力損失が発生するため、年ଜ
年始や崜ールデンウィークなどの需ਏが低い期間において、変電所
にള数台ある変圧器のう峋軽負荷変圧器を停止し、電力損失を
低減さ峅る取り組みも行っています。

ଛଦ電における電力௤ଷの଩੖

　当社は、2016年1月、北芝電機株式会社と共同で、電力損
失の低減と長寿命化等を実現した新型配電用変圧器を開発し
ました。
　新型配電用変圧器は、従ਟの「環境調和型変圧器」に比べ、

変圧する際の電力損失を15％低減するほか、定格連続運転に
おける期ୄ寿命を30年から60年に延ಇ化する効果があります。
　当社は、この新型配電用変圧器の導入を進め、環境負荷の
低減を௕っていきます。

環境଀෰のೄ੖に਱け峉ৗ஑ଦ電৷૗ಓஓの଑ো

新型配電用変圧器

の௓୎پ�ଛଦ電௤ଷ૨ٷ

���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ���� ����
ʢ೥౓ʣ
�����

�

�

�

�

�

�

��

��

��

��

～～

˞ૹ഑ిଛࣦ཰ɿૹ഑ిに൐͍ଛࣦ͢るిྗྔのૹిྔにର͢るൺ཰

ૹ഑ిଛࣦ཰ʢˋʣ

12.5

4.8

低ロス電線

新型配電用変圧器
ロ崜マーク（北芝電機）
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お客さまのエネルギーの効率的利用に向けた支援
　　ਊ社峙岝電৲崟崡崮嵈ਃஓ峔峓੄崐崵ਃஓの岾ງஂ峒峒峬に岝お௢岿峨の੗஘峔崳ー崢にૢ峂峉環境ਙ嵣੄崐崵
ਙにર島峉ਃஓの岾઀੧峼ৢ峂岝お௢岿峨の崐崵ル崖ーਹ৷஍૨਱঱峼੍ର峁峐岮峨峃岞

　東北6県および新潟県の岾家൦においては、消費されるエネルギー
のう峋、約3સが給湯、約4સが暖ඬに消費されており、これらの
エネルギーを効率よく利用することが重ਏです。
　当社では、グループ企業である株式会社Eライフ・パートナーズと
ともに、給湯（ヒートポンプ給湯器［エコキュート］）・ᇴඬ・暖
ඬ（暖ඬ強化型ヒートポンプエアコン）の電化システム機器やස
明などにおける省エネにᇽがる඿適な使い方をງஂしています。 こ
のような環境性・省エネ性に優れたヒートポンプを利用した高効率
な給湯・暖ඬの提案においては、熱や空気の出入りを最小଒に
抑えて外気温の影響を受けにくくする住宅性能の向上など、「建物・

設備・住まい方」のあらゆる面から、環境性・省エネ性に優れた安
ੱで඿適なථらしをお手஫いしています。
　また、当社会員制WeEサービス「よりそうe峗っと」においては、
給湯、ᇴඬ、暖ඬそれぞれ
にエコキュート、IHクッキングヒー
ター、ヒートポンプエアコンを採
用したৃ合の光熱費を試算
できるシミュレーションサービス
を提୹しています。

岾ੇ൦のお௢岿峨の੄崐崵に૽য়峎電৲崟崡崮嵈の઀੧

Eライフ ・ パートナーズによる省エネ提案の様子

　当社は、エアコンやエコキュートなどのエネルギー効率の優れたヒー
トポンプ機器の使用により、電気を効率的に利用していた峊くお客
さま向けの料金プランとして「よりそうプラスシーズン٭タイム」を用
意※しています。
　また、このプランに岾加入いた峊き、ఛ節に合わ峅てそれぞれの「崼ー
ク時間」の電気の岾使用量を減らしていた峊くことや、「໤間時間」

から「ఽ間時間」、または「崼ーク時間」から「໤間時間」および「ఽ
間時間」へ電気の岾使用量を移行していた峊くことで、電気料金
の節約にもᇽがります。
　なお、当社ホーム嵂ージでは、料金プランを変ಌしたৃ合の電
気料金を試算できる「電気料金シミュレーション」を提୹しています。
※東北6県および新潟県のお客さまが対象（離島୹給約ၪの対象ય域を除く）

崺ー崰嵅嵛プਃஓの൤఺യਤに਱け峉મসプ嵑嵛の઀୹

崧崌嵈の崌嵉ー崠௕٭�峲峴峇岰プ嵑崡崟ー崢嵛ٷ

ಒఛ　7月から9月 ෈ఛ　12月からโ年の2月 �その౎ఛ　３月からڲ月、10月から11月

　お客さまのお૽に立つ省エネ手法や省エネ機器、CO₂排出量
などの情報について、当社ホーム嵂ージ「省エネでエコなථらし」
の中でお知ら峅しています。
　本サイトでは、省エネ性能の高い電気機器や高૵熱・高気ഡ
住宅に関するງஂ、൐日のථらしの中で気軽に実行できる省エ
ネ手法のງஂを行っています。
　また、電気の使用量実績やCO₂の排出量なども確認できる
嵂ージもງஂしています。

崐崛峔ථ峳峁の઀੧�n੄崐崵峑崐崛峔ථ峳峁|
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電気のご使⽤量

冷蔵庫 
18%

待機電⼒ 
その他 
20%

エアコン
17%

IH 
16%

※スマートメーターで
計測した�0分கデータ 

お客さまの所有している家電の 
メーカーや出⼒などから、家電別の使⽤量を推定

新たに開発したシステム メールやLINEで
省エネアドバイスを配信

お客さまの所有している家電の 

新たに開発したシステム

　法人のお客さまの効率的エネルギー利用に向けた取り組みへの
支援として、法人のお客さまの専任対ૢスタッフである「エネルギー・
ソリューション・パートナー」を中ੱに、お客さまへの日ଞ௰問におい
てエネルギー利用に関するฎみをおୂきし、エネルギーの有効活用

につながる提案を行っています。఻体的には、「省エネルギー൧૵」、
「電力量測定」、「給湯量測定」など、お客さま設備の使用実ଙを
把握しながら、さらには設備ಌ新のサポートとしてଓஃ金やリースな
どのフ崉イナンス面まで౷み੢み、トータルで提案しています。

১যのお௢岿峨の੄崐崵に૽য়峎電৲崟崡崮嵈の઀੧

　空冷ヒートポンプ熱源機は、૘ない਺入エネルギーで空気中か
ら熱を回収し、大きな熱エネルギーとして冷暖ඬに活用するため、
省エネ性に優れ、比較的大規模な工ৃや୰੹、ૹ業施設等で
空調設備として多く採用されています。
　一方、低外気温下における加熱運転時は、空気熱交ఌ器に
外気中の水分がᆨとしてહାすることから定格の加熱性能を維持
できなくなり、さらに、ᆨ取り運転時は加熱能力の一部をᆨ取りに
利用するため、大்に加熱能力が低下するというୖ題がありました。
　上੶のୖ題ੰ決に向け、当社と東芝キ嵌リア株式会社は、ᆨ
取り運転時の加熱性能を強化した空冷ヒートポンプ熱源機
「HEATEDGE」を共同開発しました。
　「HEATEDGE」は、世界最大௻となる大容量DCインバータロー

タリー圧ೠ機を࿌ൗし、新たなᆨ取り制౪を加えたことにより、外
気温-15٦におけるᆨ取り運転時の加熱能力を、東芝キ嵌リア
同型高効率機「AIREDGE」の約3೅に高めることに成功しました。
加熱性能の向上により、従ਟよりも඿適な室内の暖ඬを実現す
るとともに、お客さまの省エネルギー対策やCO₂排出量の削減に
ఞଖします。
　「HEATEDGE」 は、平成29年度地球温暖化防止活動環境
大臣表彰および平成29年度省エネ大賞（資源エネルギー庁長
઻賞）を受賞しました。
　引き続き、お客さまのニーズを౷まえながら、環境性や省エネ性
に優れたヒートポンプシステムの൤及拡大等を通じて、省エネ型社
会の構築に貢献していきます。

੄崐崵ਙにર島峉૬ഐ崺ー崰嵅嵛プ೸౺ਃ�n+($7('*(|の৫৅

　当社は、お客さまの඿適かつ೶利なථらしを実現する新たなサー
ビスの開発に向け、新たな情報技術やコミュニケーションロ嵄ットな
どを活用した「よりそうスマートプロジェクト」を開始しました。
　本プロジェクトでは、2019年8月ଜまでの期間で、⋇コミュニケー
ションロ嵄ット「BOCCO」を活用した生活アシストサービス、⋈家
電別の省エネアシストサービス、について検証することとしています。
　このう峋、省エネアシストサービスは、スマートメーターで計測した

30分൐の電気使用量から家電別の電気使用量を推定し、その
੥果をグラフでৄえる化するとともに、効果的な省エネ方法や省エ
ネによる節約金額といったアドバイスをメールやLINEで配信するも
のです。
　当社は、本プロジェクトを通じて新たなサービスの実用化に向け
た知ৄやノウハウを獲得し、お客さまや地域にnよりそう|取り組みを
一層ౄ実さ峅ていくこととしております。

ৗ峉峔崝ー崻崡の৫৅に਱け峉岣峲峴峇岰崡嵆ー崰プ嵕崠崏崗崰岤

家電別の使用状況にૢじたアドバイスを表示

ه崊崱崸崌崡୻ن
�૘ないຸᅲ物を୦度もຸᅲするよりも、ຸᅲ機の容量に合わ峅てまٴ
とめてຸᅲをする方が、省エネ、節水につながります。

�まとめてຸう方が、一年間で電気は約6kWh、水は約17⒛૘なくٴ
て済み、電気代約150円、水道代約4,280円、合計で約4,430
円の節約になります。

HEATEDGE

�఻৬৓峔ٷ
　　崝ー崻崡の崌嵉ー崠
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　天然ガスは、石油、石炭と比べて燃焼時の二酸化炭素排出量
が૘なく、また硫້酸化物（SOx）やばいじんが発生しないため、
化石燃料の中では最もクリーンなエネルギーです。
　当社は、「東北電力グループ中期経営方針（2017～2020
年度）」において、ガス事業を成長に向けた新たな事業機会と位
置峏け、ガス୿売量を2020年度までに45万t、2030年度まで
に60万tに拡大する目標を設定し、現૔、目標の実現に向けた
取り組みを進めているとこ峷です。
　当社は、岩手中部（金ケ૊）工業団地に立地する、東北にお
ける自動車（完成車）生産会社であるトヨタ自動車東日本株
式会社への天然ガスの୹給を2017年4月から開始し、ๆமする
株式会社デンソー岩手にも、2017年12月より開始しています。
　両社への୹給にあたっては、トヨタ自動車東日本岩手工ৃのഢ
地の一部を岾提୹（൛೙）ຘき、同社が保有する気化設備、
LNG（ั化天然ガス）ฅဓ等を当社がඒり受けました。 また、

新たな気化設備等を増設しています。 このようにใ設設備を買い
上岼、増設を行った上で、お客さまのഢ地内で気化設備等を運
営し、LNG気化後の天然ガスをള数のお客さまに୹給するスキー
ム（LNG共同サテライト方式）は、国内初の取り組みとなります。
୹給するLNGは、当社が調達したLNGを当社企業グループの
日本海エル・エヌ・ジー株式会社新潟基地から、タンクローリーを
利用してୟ送していましたが、当社新仙台火力発電所のLNG
出荷設備が2018年8月に完成し、出荷を開始しました。 これに
より、運送費の削減や、ୟ送時の二酸化炭素排出量の削減が
௕られています。
　今後もお客さまのニーズにおૢえするため、電力୹給に加え、ガ
ス୹給もஅめたトータルエネルギーソリューションサービスのౄ実を
௕ることで、東北・新潟のエネルギー利用の多様化や高効率化等
にఞଖしたいと考えています。

/1*ુ৊崝崮嵑崌崰্式に峲るଠே崔崡୹ஔ

新仙台火力発電所
出荷基地など

LNG共同サテライト
（トヨタ自動車

東日本敷地内）
導管

導管

LNGローリー

東北電力 お客さま

LNG船 LNG貯槽
トヨタ自動車
東日本

LNG貯槽 LNG気化器

デンソー岩手ローリー
出荷設備

     LNG受入 LNG気化ガス供給     LNG輸送LNG調達

2017年4月～

2017年12月～

今回の天然ガス供給スキーム

　法人のお客さまの環境意௙の高まりに対ૢするため、IoT・AI
技術を活用した「体験型エネルギー最適化支援サービス（エグゼ
ムズ）」を開発しました。 「エグゼムズ」を利用することで、お客さま
は最大需ਏ電力（デマンド）や、電力使用量の推移、外気温

の影響による電力量の変化を、PCやスマートフォンからල単に岾
確認いた峊けます。 また、お客さま自らの節電行動を体験できる崬ー
ルとして、省エネに対する支援も行っております。

お௢岿峨のୖ਻に峲峴岝峇岰�n崐グ崤嵈崢|�
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　当社は、運ୟ部門におけるCO₂の排出削減を௕るため、業務
用車両として、環境性能に優れるPHVの導入を進めていくことと
しており、2016年度より、ಌ新対象車両を順次PHVにજり౹え
ることで、10年間で合計100台程度を導入し、年間60t程度の
CO₂排出量を削減するৄ੢みです。
　また、2017年3月には、業務用車両として燃料電池自動車ト
ヨタ「MIRAI」1台を導入しました。 燃料電池自動車は走行時に
CO₂を排出しないため、運ୟ部門におけるCO₂排出削減に大き
く貢献することが出ਟます。

　当社は、環境性能に優れるPHVを導入するお客さまをサポート
するため、トヨタ自動車と提௚し、ںＶモード走行෱離等にૢじ
てポイントが獲得できる「PHVよりそう۔ドライブプロジェクト」を実
施しています。
　「PHVよりそう۔ドライブプロジェクト」では、新型プリウスPHVを
導入されたお客さまを対象に、当社会員制WeEサービス「よりそ

う۔峗っと」を通じて、「EV
モード走行෱離」にૢじた
ポイント獲得や東北・新潟
の൒ை・ホテルの利用にૢ
じたポイント獲得等のサー
ビスを提୹しています。

　当社は、東北地方の୮興支援の一環として、ୢ௜・ૣක事業
者さまへ、環境性能に優れ、かつ、శଞ時の電源や移動手段の
確保といった事業ಲ続計画（BCP）のౄ実に貢献する電気自動
車を૮೥೵ଖするプランを日産自動車と連௚し、提案しています。

　2017年6月には、八戸市内のୢ௜法人平成会（八戸平和
୰੹）さまにおいて、「電気自動車e-NV200೵ଖ式」を開催し
ました。

঵ਜ৷੤૏峢3+9嵣೤મ電౱ঽ৿੤峼଑ো

3+9峼଑ো峃るお௢岿峨峼崝嵅ー崰峃る�n3+9峲峴峇岰H崱嵑崌崾プ嵕崠崏崗崰|

ୢ௜嵣ૣක઱ਝ਱け電ਞঽ৿੤のણ৷઀੧

運ୟ部門における஋ா的なCO₂排出抑制
　　ਊ社峙岝঵ਜ৷੤૏峒峁峐環境ਙચにર島るプ嵑グ崌嵛崷崌崾嵒崫崱੤（ਰৣ岝3+9）の଑ো峼ਤ峫る峔峓岝ઈ
ୟ৖୅における&2ĉのൾলచ੖に਄ੌ峽峑岮峨峃岞

当社が導入した燃料電池自動車「MIRAI」

電気自動車e-NV200೵ଖ式
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　東日本興業株式会社は、1971年10月に大町電力ビル
本ைがᓛ工してから設備維持管理に努めてきました。空調方
式は、蓄熱ဓを利用した、ター嵄冷凍機及びઌ空ヒーターで
冷暖ඬを行っていましたが、2017年3月の空調設備改修工
事において、蓄熱ဓの利用を取止め、熱源を空冷ヒートポン

プチラーにಌ新し、冷暖ඬ共にインバーター制౪と高効率機
器を採用することにより、大்な電力量の削減と環境負荷低
減が可能となりました。 また、経済性を向上さ峅ること峊けでは
なく、୹給安定性の向上、環境保全にも取り組峪ことができ
ました。 今後も、ಲ続して設備維持管理および改修工事等

において省エネ化に取り組んでいきます。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 প঴電力崻ルমை૬৹্式੝ఊに峲る੄崐崵৲ط東঩ম௪঵株式会社
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ಌ ৗ ৏

当社企業グループにおける節電・省エネルギーの取り組み
　ਊ社੫঵グループ峙岝૚হ঵ਚにお岮峐峬岝ත電嵣੄崐崵ル崖ーに਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞

ත電嵣੄崐崵ル崖ーに਱け峉਄峴ੌ峩৔ઍٷ
�空　調：ٴ��௏೨面や作業効率等への影響も考慮しながら

の運用
クールビズの実施ٴ
�不૔時の部屋・エリア（೬ു室やロッカールームٴ
等அ峪）は停止

 ස　明：ٴ�安全面にはે分配慮したうえでの෋務室および
࿑下などの共用ス嵂ースのዓ光灯などの間引き

不使用଻所の消灯をජೲٴ

 その౎：ٴ�トイレ手ຸい給湯の停止および೶ౠ暖ඬの停止

大町電力ビル本ை空調システムフロー௕（比較表） 大町電力ビル本ை屋上空冷ヒートポンプチラー設置

新社屋の外観

　また当社本૲ビルでは、BEMS※により、数ある高効率機器の
運転状ଙをデータで把握し、機器性能をે分に発มさ峅る運用
改善を行っており、ಒఛの使用電力量をৄると震災前後で大きく
削減しています。
※�BEMS（BXilding�Energ\�Management�S\stem）：
　�ビルの機器 ・設備等の運転管理によってエネルギー消費量の削減を௕るためのシステム

　当社のໃຂ川営業所（現：ໃຂ川電力センター）の社屋は、
ഠᄺ化や໭℄度が෩しかったことから、新築した事業所へ2017
年5月に移転しました。
　新社屋の設計においては、災害時の事業ಲ続のほか、LEDස
明や最新の高効率ヒートポンプ空調設備を導入するなどの省エネ
ルギーの観点も反映しています。

ໃຂਆ੾঵ਚ（ਠ؟ໃຂਆ電力崣嵛崧ー）の੄崐崵の਄峴ੌ峩

�ع൜಼৐৏のઞ৷電力୤ૻຎ（7نা）2010年峼100峒峁峉峒岷）هম૲崻ル（
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　水素は、電力を大量かつ長期にฅ୉することができ、長෱離ୟ
送が可能です。 また、さま峀まな用ಥで利用可能であり、లਟ的
には、再生可能エネルギー૓ਟの水素を活用し、製造から利用
にඹるまで一ฮしてCO2フリーな水素୹給システムの確立が஦ま
れています。
　また、 水素を用いたエネルギーฅ୉・利用（PoZer－to－
Gas）には、出力変動の大きい再生可能エネルギーを最大଒活
用するための電力系統需給バランス調整機能峊けでなく、水素需
給੒測に基峏いたシステムの最適運用機能の確立が૑ਏとなります。
　このようなూ景のもと、当社は、ૣ島県ෂ௖町においてNEDO※、
東芝エネルギーシステムズ株式会社、岩દ産業株式会社とともに、
水素エネルギーシステム「ૣ島水素エネルギー研究フィールド
（FXkXshima�H\drogen� Energ\� ResearFh� Field
（FH2R））」の実証試験に向けた取り組みを開始しています。
　今後、再生可能エネルギーを利用した世界最大௻となる1万
kWの水素製造装置を備えたシステムを構築し、2020年7月ま
でに実証運用と水素のୟ送を開始する੒定です。 なお、本シス

テムで製造された水素は、燃料電池による発電用ಥ、燃料電池
車・燃料電池バスなどのモビリティ用ಥ、工ৃにおける燃料などに
使用される੒定です。
　எた峋は本取り組みを通じて、CO2フリーの水素社会の実現を
目指します。
※NEDO：国立研究開発法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構

পૠெ਷ಞ崐崵ル崖ー崟崡崮嵈の実઒૥ୡに਱け峉਄峴ੌ峩

ຊۀࣄͷશମ૾

　当社研究開発センターは、再生可能エネルギーのಌなる導入
拡大に向け、水素製造に関する研究を行うための「水素製造シ
ステム」の運転を2017年3月に開始し、2019年3月まで本シス
テムを活用した研究を実施します。
　再生可能エネルギーの導入拡大にあたっては、気象条੯による
出力変動の調整がୖ題となっています。 本研究では、出力変動
の大きい電気を水素製造に使用し、吸収することで、水素製造
技術が蓄電池と同様に再生可能エネルギーの導入拡大に伴う出
力変動対策として適用できるかの可能性を検証します。

n਷ಞଲୗ崟崡崮嵈|峑ગে૭ચ崐崵ル崖ーの଑োఁপにරਅ
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重ਏୖ題2 　�新たな環境技術やエネルギーシステム等による�
地域社会への貢献

水素社会の実現に向けたර戦
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エネルギーシステムの高度化に向けた取り組み
　ਊ社峙岝ગে૭ચ崐崵ル崖ー଑োఁপに਱け峉প஑໮電౱崟崡崮嵈のણ৷ಉの崐崵ル崖ー崟崡崮嵈のৈ度৲に峲
る৉ୠ社会峢の๾൴に਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞

　当社は、再生可能エネルギーの導入拡大に伴う౟๪電力発生
のୖ題への対策として、東北大学、టઢෑテクノソリューションズ
（株）、通研電気工業（株）との連名で採択された「電力系
統出力変動対ૢ技術研究開発事業ط再生可能エネルギー連
系拡大対策高度化」において、再生可能エネルギーの遠隔出力
制౪システムの開発・実証試験等を推進しています。

　本事業は、2015年度から2018年度までの4年間で、「出力
制౪に向けた出力੒測・把握技術の高度化」、「出力制౪装置
の標準化・低コスト化」、「出力制౪手法の高度化・最適化」、
「遠隔出力制౪システムの開発・実証試験」に取り組み、早期の
遠隔出力制౪システムの開発ならびに最適な制౪手法の確立を
目指すものです。

1('2হ঵岣電力௺ଁল力૗৿ৌૢૼ୒ଢ଼஢৫৅হ঵ط
ગে૭ચ崐崵ル崖ー連௺ఁপৌੁৈ度৲岤

　当社は、国のଓஃ事業を活用し、西仙台変電所（宮城県）
ならびに南相馬変電所（ૣ島県）に大型蓄電池システムを設
置し、運用しています。
　西仙台変電所蓄電池システムは、気象条੯により出力が変動
する再生可能エネルギーの導入拡大に伴い発生するఢణ数変動
への対策として、これまで主に火力発電が૿ってきたఢణ数調整
機能と、蓄電池システムのౄ放電機能を組み合わ峅、ఢణ数調
整力の拡大にఞଖするものです。
　また、南相馬変電所蓄電池システムは、再生可能エネルギーの
導入拡大に伴い電力୹給が需ਏを上回るৃ合には蓄電池で౟
๪電力を吸収し、需ਏが高まる時間ఝ等には蓄電池から放電す
る運用を行うことで、需給バランスを改善することによる再生可能
エネルギーの受入れ拡大にఞଖするものです。
　当社としては、2つの蓄電池システムを活用し、再生可能エネル
ギーの導入拡大に向けて最大଒取り組んでいきます。

প஑໮電౱崟崡崮嵈のણ৷
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　当社は、IoTやAIなどの新たな情報技術を活用した取り組みと
して、2018年度からの3か年を対象に「VPP（バーチャルパワープ
ラント）実証プロジェクト」を実施しています。 VPPとは、自੘体
や企業、一般家൦のお客さまなどが保有している発電設備や蓄
電池、電気自動車など、地域に分ങしてோ૔するエネルギーリソー
スについて、IoTなどの新たな情報技術を用いて遠隔制౪し、集
約することで、あたかも一つの発電所のように機能さ峅ることです。
　本プロジェクトのう峋、仙台市と連௚する取り組みでは、「VPP技
術を活用した防災環境配慮型エネルギーマネジメントの構築に関
する基本協定」を締੥のうえ、地域防災力強化や環境負荷低
減の実現に向け、同市の指定ೂ୔所25嵝所の太陽光発電設備

と蓄電池をVPPのエネルギーリソースとして集約するとともに、設備
の༎௮状況等を遠隔監ଳ・最適制౪することで、電力需給バラ
ンスの調整機能としての活用に向けた検証等にも取り組峪こととし
ております。
※�仙台市では、東日本大震災の経験を౷まえ、災害時における電源確保や、二酸
化炭素排出量の削減を௕るため、市内すべての小中学ૅをஅ峪指定ೂ୔所等に、
太陽光発電設備と蓄電池を導入

ৗ峉峔ੲਾૼ୒峼ણ৷峁峉岣崸ー崩嵋ル崹嵗ープ嵑嵛崰実઒プ嵕崠崏崗崰岤峼৫઩

˻ઋ୆ࢢͱͷ 711 ࣮ূϓϩδΣΫτ˼

ࢠఆక݁ࣜͷ༷ڠຊج
（ӈɿ܊ઋ୆ࢢ௕ࠨɺ ɿࣾాݪ௕）
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　当社は、ෂ௖町、株式会社建設技術研究所、୕士電機株
式会社と共同でスマートコミュニティ事業に参画しています。
　本事業は、町中ੱ部の交流・情報発信拠点（道のക）をエ
ネルギーマネジメント拠点として、エネルギー管理と組み合わ峅た

再生可能エネルギーの最大଒の活用による新しいථらしの構築や、
交流人ઠ確保のための拠点整備およびEVがエネルギーと人をnつ
な岺|૽સを果たすことを通じ、ෂ௖町୮興のシン嵄ルとなるスマー
トコミュニティの構築を目指すものです。

ૣਣ਩ෂ௖঴における崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋হ঵

エネルギーの利活用の最適化と地域社会に貢献するスマートコミュニティ
　東঩মপ൜಼৏岝଺಼৉ୠの୮௪にൣ岰ৗ峉峔ඌ峏岹峴峮৉ୠણਙ৲峔峓の௴点岵峳岝東北૚৉にお岮峐崡嵆ー
崰崛嵇嵍崳崮崋ଡ୳岶実ਠ峁峐岮峨峃岞 崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋峒峙岝஘ر峔೽要ੇ岶૞ਸ峃る঳定ૠெの崛嵇嵍崳崮崋の
র峑岝ગে૭ચ崐崵ル崖ー峮崛ー崠崏崵嵔ー崟嵏嵛崟崡崮嵈峒岮峍峉ীങ஑崐崵ル崖ー峼৷岮峎峎岝,R7峮໮電౱਑౪
ಉのૼ୒峼ણ৷峁峉崐崵ル崖ー嵆崵崠嵉嵛崰崟崡崮嵈峼ৢ峂峐岝৉ୠにおける崐崵ル崖ー೽ஔ峼੕়৓にଵ৶峁岝崐崵ル
崖ーのਹણ৷峼ਈి৲峃る峒峒峬に岝ৈೡ者のৄஹ峴峔峓౎のেણ੍ର崝ー崻崡峬਄峴੢峽峊ৗ峉峔社会崟崡崮嵈峑峃岞
　東北電力峙岝৉ୠ崳ー崢峮્ਙ峼౷峨岲峔岶峳岝岽岰峁峉ৗ峉峔社会崟崡崮嵈岶岝లਟに峹峉峍峐৉ୠ社会に๾൴
峑岷る峬の峒峔る峲岰岝৉ୠの崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋ଡ୳にੈ力嵣੍ର峼ষ峍峐岮峨峃岞ਠ૔峙岝�峎の৉ୠにお岮峐崡嵆ー
崰崛嵇嵍崳崮崋হ঵に૞઺峁峐岮峨峃岞
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　当社は、株式会社東芝、宮城県石巻市と共同でスマートコミュ
ニティ事業に参画しています。
　本事業は、地域エネルギー管理システムを活用した再生可能エ
ネルギーの大量導入により、低炭素なエコタウンを実現するとともに、
太陽光発電と蓄電池の組み合わ峅により、災害時にも灯りと情
報がಥજれない、安全・安ੱなඌ峏くりを目指すものです。
　石巻市新蛇田地યにおいては、再生可能エネルギーの大量導

入が੒୳されることから、当社が導入・運用する系統安定化シス
テムと株式会社東芝が導入・運用する需ਏ家統合システムが協
調連௚し、同地યの需給バランス調整、太陽光による出力変動
の抑制を行います。 また、శଞ時における同地યの電力୹給確
保に向け、当社の太陽光発電設備や蓄電池設備も活用するこ
ととしています。

૝ଗ਩લඕ৘における崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋হ঵

　当社は、トヨタ自動車株式会社、トヨタ自動車東日本株式会
社が進める「岥F－グリッド岦をறとしたスマートコミュニティ事業」に、
F－グリッド宮城・大ཀྵ有଒責任事業組合（LLP）のメンバーと
して参加しています。
　本事業は、自家発電設備によって生み出したエネルギー（電力・

熱）と当社が୹給する電力との最適な組み合わ峅を௕りながら、
工業団地内の施設に効率ଐくエネルギーを୹給するものです。なお、
現状（同規模の工業団地）に比べて、省エネ性で約20％、環
境性（CO2の削減）で約20％の効果を実現しています。

૝ଗ਩�ਸ਼੸෽઎北৖রறੵ঵੮৉岣)ٕグ嵒崫崱岤峼ற峒峁峉崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋হ঵

　当社は、୕士通株式会社、ૣ島県会津଄松市と共同でスマー
トコミュニティ事業に参画しています。
　本事業は、ૣ島県が策定した「ૣ島県୮興計画」および会津

଄松市における「地域活力の再生に向けた取り組み」に基峏き、
環境に優しい低炭素社会の実現と地域活力の再生、新たな産
業൉出および災害に強く住民に優しいඌ峏くりを目指すものです。

ૣਣ਩会ஸ଄ૈ৘における崡嵆ー崰崛嵇嵍崳崮崋হ঵
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　発電所の設置にあたっては、੒め環境影響評価（環境アセス
メント）を行い、自੘体、地域住民にହ明しています。 環境アセ
スメントの੥果を峟まえて、ఢఈの大気・水・自然環境に配慮した
様々な対策を実施し、地域の環境保全に努めています。
　また、法・条୻の対象とならないৃ合であっても、発電所等の設
置にあたっては、自主的に環境アセスメントを行っています。 上越

火力発電所における法令上の環境アセスメントは平成8年に終
了しておりますが、今回の1号機建設計画にあたり最新技術を採
用することから、自主的にఢఈ環境の調査や発電所建設による
環境影響の੒測評価を取りまとめ、環境保全対策をஅめ地域の
຦さまに岾ହ明することとしています。

環境崊崣崡嵉嵛崰の実઱

　環境法令等については、グループ企業をஅめ最新の改正情報
を共有することで、法規制Ꮝஹのජೲを௕っています。
　また、火力発電所などでは、運転に際して環境保全に関する法
令Ꮝஹはも峋峷んのこと、関係自੘体と「公害防止協定」などを
締੥し、地域環境の保全に努めています。

　公害防止協定では、大気、水質、廃棄物、騒音、緑化など、
環境全般に関して地域の特性を考慮し、国の規制基準よりడし
い値を定めて、定期的に環境測定を行った੥果を関係自੘体へ
報告することなどを取り決めています。

環境১ૠ਑嵣ਁ૩ଆૃੈ定のᏍஹ

集合高煙突 排煙脱硫装置

排煙脱硝装置

低NOxバーナー、二段燃焼と
排ガス混合燃焼

蒸気タービン・発電機

૯߹ഉਫॲཧ૷ஔ

ਫ࣭อશରࡦ

૽Ի・ৼಈ๷ࢭରࡦ
ઃඋの԰಺ઃஔ

大気保全対策 ྘化ରࡦ

電気集じん装置

重ਏୖ題3 　環境法規制のᏍஹと地域環境の保全

�環境୶஭の੒೾嵣௬੼に਱け峉ਠ৉峑の環境৹ਪٷ

騒音 ・振動調査 道ଡ଼交通調査

環境負荷の抑制と地域環境の保全
　ਊ社峙岝電ਞ峼峎岹峴岝お岹峴岝お௢岿峨峢おඍけ峃る峨峑のহ঵ણ৿における環境଀෰峼ா力೪਑峃る峉峫岝৉ୠ
環境保৸の਄峴ੌ峩峼ষ峍峐岮峨峃岞 �
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　火力発電所から排出される主な大気汚染物質には、ᄚ素酸
化物（NOx）、硫້酸化物（SOx）およびばいじんがあります。
当社はこれらの排出抑制のため、環境設備※の設置のほか、ජ
ೲした燃焼管理などの運用対策を行い、大気汚染防止に努めて
います。

　当社の2017年度のNOx� 排出原単位は0.21gطkWh、
SOx排出原単位は0.17gطkWhでした。 これは、౾外国に比
べ大்に低い値となっています。
※�排煙脱ᅾ装置、排煙脱硫装置、電気集じん装置

ජೲ峁峉পਞ保৸ৌੁ

　火力発電所の排水は、ᅼ集຿ຕ・峷ૌやཱི化により、排水基
準に適合するよう処理を行い、水質汚濁防止に努めています。
　また、火力発電所などではႪ気タービンで使用したႪ気を冷却
するため海水を利用し、熱交ఌした海水は温排水として海に放
流しています。
　放流にあたっては、取放水の温度を適જに管理するとともに、ఢ

ఈ海域の特性にૢじた放流方式を採用し、環境影響を低減して
います。
　水力（๐水）発電所のฅ水池では、定期的な水質・水生生
物調査、濁度監ଳ੥果に基峏く調整運転の実施など、水質保
全に努めています。

ජೲ峁峉਷ସ保৸ৌੁ

力৅電ਚのൾ਷ীෲ੥ટ（2017年度）ౌ�ٷ

測定ඨ目
八戸火力 秋田火力 東新潟火力 仙台火力 新仙台火力 新潟火力 能代火力 原町火力
ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大 ੈ
৒
க

最大
最小 最小 最小 最小 最小 最小 最小 最小

水素イオン濃度
（SH）

5.8-
8.6

7.2 6.0-
8.0

7.3 6.0-
8.0

7.5 6.0-
8.0

7.3 6.0-
8.6

7.6 5.8-
8.6

7.5 6.0-
8.0

7.2 6.0-
8.0

7.4

6.9 7.1 6.9 6.4 7.5 6.9 6.8 6.8
化学的酸素ਏ੷
量（COD）
［mg/L］

40
以下

3.5 20
以下

4.6 15
以下

3.5 15
以下

1.5 15
以下

7.1 15
以下

2.4 15
以下

5.9 15
以下

7.8

1.6 1.3 0.9 1.2 3.3 1.6 2.6 0.8
೟ฉ物質量
（SS）
［mg/L］

40
以下

2 30
以下

6 20
以下

6 20
以下

�1 20
以下

6 20
以下

3 20
以下

�1 15
以下

2

1 �1 �1 �1 2 �1 �1 �1
ノルマル嵀キサンྴ
出物அ有量
［mg/L］

5
以下

�0.5 2
以下

�0.5 1.5
以下

�0.5 1.5
以下

�0.5 1.5
以下

�0.5 1.5
以下

�0.5 2
以下

�0.5 1
以下

�0.5

�0.5 �0.5 �0.5 �0.5 �0.5 �0.5 �0.5 �0.5

発電所ఢఈの海域調査の様子（東北緑化環境保全⌆）

ʢH�L8Iʣ

ΞϝϦΧ
ʢ����೥ʣ

Χφμ
ʢ����೥ʣ

ΠΪϦス
ʢ����೥ʣ

ϑϥϯス
ʢ����೥ʣ

υΠπ
ʢ����೥ʣ

ΠλϦΞ
ʢ����೥ʣ

౦๺ిྗ
ʢ����೥౓ʣ

�

�

�

�
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409 /09

�.8�.5 �.8
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�.4�.2 �.1� �.21

1.�
1.2

�.�
1.2
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 *&" &/&3(: #"-"/$&4 ����

�৅電電力୤岬峉峴の62[岝12[のൾল୤ٷ
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　水力発電は、発電のૌ程でCO₂を排出しないෞ国産の再生
可能エネルギーであり、当社は水力発電における水の有効活用に
取り組んでいます。
　ૣ島県から新潟県に流れる඾வ野川水系（ᇹৄ川・඾வ野
川）の豊୕な水エネルギーを౟すとこ峷なくජೲ活用するために、
ᇹৄ川にڱダム（本名、上田、宮下、ൈ津、ൺ門）、඾வ野
川に6ダム（新഑、৛഑、上野ຒ、豊実、鹿瀬、๐川）の計
11ダムを階段状に設置して発電しています。

　これらダムණによって得られる出力の合計は、当社水力発電所
全体の約3分の1に相当します。
　また、国土交通省が建設した多目的ダムへの発電事業者として
の参加や、年間を通して一定量の放流が੷められる河川維持流
量を利用した発電所を建設するなど、水力エネルギーの有効利
用を௕っています。

਷力৅電における਷の有஍ણ৷

඾வ野川水系ອ૵௕

宮下ダム
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　原子力発電所の放射性廃棄物には、気体、ั体、固体状のものがあり、それぞれ適જな管理・処分を行っています。

　地熱発電所は国立公ୱや国定公ୱなど豊かな自然の中に設
置されているため、ఢఈ環境との調和が੷められます。
　当社は関係自੘体と「環境保全協定」を締੥し、大気・水質・
騒音などの測定を実施しているほか、動物の෬༢状況や植物の
生୘状況等を調査し、ఢఈ環境に影響がないことを確認してい
ます。

　発電所などで騒音や振動が発生する機器については、屋内へ
の設置や基ຊを強固にするなどの対策を行っています。
　また、各種工事においては、低振動工法、低騒音型機械の採
用、車両の速度制଒などの対策を行っています。

ਉ৕力৅電ਚにおけるଣೝਙఀಣ੟のଵ৶嵣૪ী

৉೸৅電ਚの環境保৸に਱け峉਄峴ੌ峩๱ఠ嵣ஷ৿ଆૃৌੁ

ٛ廃棄物処理໪୛௕ٜ

ମؾ
ターϏンͳͲͷ
ઃ͔Βࢪ
ഉग़͞ΕΔؾମ

Λͨ͠ؾ׵෺ͷݐ
ͳͲؾۭ

ମݻ
ΠΦンࡁ༺࢖
ͳͲࢷथ׵ަ

ͨ͠༺࢖ʹ業࡞
෍ͳͲࢴ

ӷମ
ϙンϓͳͲ͔Βͷ
ഉਫ͓Αͼثػ
ΠΦンަ׵थࢷચ
ড়ഉਫͳͲ

চഉਫ͓Αͼ
ΠΦンަ׵थࢷ
ੜഉਫͳͲ࠶

ચͨ͘ഉਫ

Ψεر୸ࣜੑ׆
ϗーϧυΞοϓ૷置
（์ࣹೳをऑΊΔ）

ϑΟϧλー

ϑΟϧλー
҆શを֬ೝ͠ͳ͕Β
ഉؾ౵͔Β์ग़

λϯΫにूΊΔ

λϯΫにूΊΔ

λϯΫにूΊΔ

Ζա ΠΦϯަ׵

ΠΦϯަ׵

（༺࢖࠶）

（༺࢖࠶）

（༺࢖࠶）

લॲཧ ৠൃೱॖ

ৠൃೱॖ

ೱॖਫ υϥϜ؈಺に
Խ͢Δݻ

υϥϜ؈಺にݻԽ͢Δ

์ࣹೳをଌఆ͠
҆શを֬ೝ͢Δ

（์ਫޱ）

λϯΫにͨ͘Θ͑Δ
ෆ೩෺

Մ೩෺ ѹॖ͔ͯ͠͞をখ͘͢͞Δ

೩΍͔ͯ͠͞をݮΒ͠
փをυϥϜ؈にͭΊΔ

ൃి所಺に
҆શにஷଂ͢Δ

௿Ϩϕϧ
์ࣹੑഇغ෺
ຒઃηϯλー

地熱発電所の環境保全の様子

工事中の騒音を低減さ峅るバッテリーฌ動型高所作業車 河川の水質測定動物調査
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��ଣল実績（੓ਆਉ৕力৅電ਚ）ٷ （単位：咚）
ఀಣ੟のரథ ଵ৶৯標க（年৑） 201�年度 201�年度 2017年度

気体廃棄物
ൌガス 3.8¼1015 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

よう素131 1.3¼1011 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

ั体廃棄物（トリチウムを除く） 1.1¼1010 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

��৅ে嵣保ଵ૾ய（੓ਆਉ৕力৅電ਚ）ٷ （単位：200⒝ドラム࿁ఌ算本数）
年度 ৅ে୤ ੖୤پ ྸ஋保ଵ୤ ฅ୉ઍ୤

2015 2,268 648 30,276

55,4882016 2,244 756 31,764

2017 3,140 2,272 32,632

��৅ে嵣保ଵ૾ய（東ৢਉ৕力৅電ਚ）ٷ （単位：200⒝ドラム࿁ఌ算本数）
年度 ৅ে୤ ੖୤پ ྸ஋保ଵ୤ ฅ୉ઍ୤

2015 668 0 11,648

18,3602016 456 0 12,104

2017 488 0 12,592

��ଣল実績（東ৢਉ৕力৅電ਚ）ٷ （単位：咚）
ఀಣ੟のரథ ଵ৶৯標க（年৑） 201�年度 201�年度 2017年度

気体廃棄物
ൌガス 1.2¼1015 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

よう素131 2.0¼1010 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

ั体廃棄物（トリチウムを除く） 3.7¼109 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥ 検出଒界౞௥

ਞ৬お峲峝ั৬
ఀಣ੟

　気体およびั体廃棄物は、専用の処理装置でできる峊け放射性物質を取り除き、ે分安全なレベル
以下であることを確認してから大気や海に放出します。
　なお、ั体の処理装置で発生する濃ೠ廃ั等は、セメントなどで固めて、ドラム࿁にഡ൷します。

ಕ৬ఀಣ੟

　固体廃棄物は、焼却したり、圧ೠして容量を小さくしたうえで、発電所ഢ地内の固体廃棄物ฅ୉所等に
保管します。
　その後、ドラム࿁にഡ൷した固体廃棄物は、青森県౽ヶ所੨の低レベル放射性廃棄物ඇ設センターにඇ
設され、安全に管理されます。

※減量とは、焼却等により減量したものおよび青森県౽ヶ所੨の低レベル放射性廃棄物ඇ設センターに搬出したものです

　原子力発電所では、ఢఈ住民の௏೨と安全が確保されている
ことを確認するため、地域の放射線量を測定しているほか、海ೲ
土、土壌、஗作物、水産物などについても定期的に放射性物質
濃度の測定を行い、原子力発電所からの放射性物質の放出に
よるఢఈへの影響がないことを確認しています。測定੥果について
は、安全協定に基峏き関係自੘体へ報告しています。
　また、原子力発電所の排気࿞モニタ、モニタリングポストおよび

放水ઠモニタなどの測定データは、自੘体へ஫送するとともに、当
社ホーム嵂ージで公開を行っています。
　なお、これらのモニタリングデータは、宮城県環境放射線監ଳセ
ンターのホーム嵂ージ、ならびに青森県原子力センターのホーム嵂ー
ジにおいても公開されています。
〔原子力情報〕
httS�//ZZZ.tohokX-eSFo.Fo.MS/genshi/index.html

ਉ৕力৅電ਚఢఈのଣೝ଍୤の૰ଳお峲峝環境೾定崯ー崧のਁ৫
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　仙台火力発電所・新仙台火力発電所には、国内ൌ૘野生動
植物種であるハ嵌ブサが生අしており、生物多様性への配慮の観
点からも、ハ嵌ブサの生୘環境の保全に努めています。
　仙台火力発電所では、4号機リプレース工事がハ嵌ブサの生අ
に影響しないよう工事工程の調整などを行った੥果、ハ嵌ブサは、
4号機運転開始後も新しい煙突を「止まり木」として利用していま
す。 仙台火力発電所のハ嵌ブサは、発電所ৄ学に௰れたৄ学
者の຦さまにも஡しまれています。

　また、新仙台火力発電所では、1、2号機の集合煙突にハ嵌ブ
サの営༰が確認されていたことから、3号系列へのリプレースに伴い
1、2号機を撤去する代೥措置として、2015年から3号系列の
新設煙突にハ嵌ブサの人工༰を設置しています。
　2018年のஐ、設置した人工༰において、昨年同様ハ嵌ブサが
営༰し、໽೭が1ಭᝎ化したことを確認しました。
　当社では、引き続きハ嵌ブサの生අ環境の保全に努めていきます。

ౌ力৅電ਚにおけるব৔ൌ૘৙ে৿೘੟ர�“崷嵌崾崝”峒のુে

　நり೭が送電線を認௙できるように、
飛ᵷルートの調査を౷まえて標௙を
取りહけるなど、送電線への೭類้
突防止対策を実施しています。

ଛ電଍の೭థ保૧ৌੁ

煙突の人工༰で๡影されたハ嵌ブサፊ

�ৗ෽઎ౌ力৅電ਚ�෽઎ౌ力৅電ਚ

構内で確認されたハ嵌ブサ 新しい4号機の煙突のఢఈ設備に止まるハ嵌ブサ

้突防止用標௙

送電線への標௙設置状況

送電線への標௙設置状況

生物多様性への配慮
　ਊ社੫঵グループ峙岝電力ਝ૟のਝ઼岵峳ઈ৷にお岮峐ে੟੗஘ਙ岶ে峩ল峃岿峨峀峨峔岣౩峩岤峼ᄵਭ峁峐岮
峨峃岞 ঳্峑岝হ঵ણ৿にൣ岮৅ে峃る環境଀෰峮岝ਝ૟のਝ઼峔峓岶ে੟੗஘ਙに୶஭峼఺峦峃૭ચਙ岶岬
峴峨峃岞 岽の峉峫岝ে੟੗஘ਙにેীଦൟ峁峉হ঵ણ৿峼ਤ峫峐岮峨峃岞
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　仙台火力発電所では、東日本大震災により損壊した構内ฅ
水池ఢఈのビオトープ（生物の生අ環境）を再整備するなど、
生物多様性の保全に努めています。

　ビオトープの中ੱとなる前島野೭の池では、ムスジイトトン嵄やメ
ダカなどの௼重な生物が確認されています。

ౌ力৅電ਚଡ৔に਷ఈ環境峼൉ୗ

　東通原子力発電所構内のဒ原には、ൌ૘な動植物が多く確
認されており、これらを保護するためにヨシなどの植物の進入を防岺
૑ਏがあります。

　このため、定期的な草࿘を行ってൌ૘な動植物の生අ・生୘
環境が変化しないようにしています。

ਉ৕力৅電ਚଡ৔のဒਉ峼保૧

ဒ原に࿮くニッコウキス崚 ൌ૘なᇫ（崜マシジミ）

　東北緑化環境保全株式会社は、地域の௼重な自然環境を次の世代に
஫えていく「ཱけଶ」として、長年にわたってသってきた環境保全技術により、
社会貢献に取り組んでいます。
　その一୻である「アニマルパスウェイ」は、主にニホンリスなどの౴上で生活し
ている小動物を対象として、道ଡ଼などで分૵された౴林を፼りଶでつな岺、生
ଙ系を保全する技術です。
　当社は、全国初の4車線道ଡ଼に対ૢし、国道への設置も初めてとなる、リ
ス用アニマルパスウェイの計画検ୈ及び設計を行いました。 設置ৃ所の岩手
県ాળ市は஋඗地のため、፼りଶからの૳඗対策が大きなୖ題でしたが、
෈ఛ実験を行い対策を൥じました。設置後のモニタリングでは、リスの૯૵利
用がಲ続的に観௄されており、有効性を確認できました。
　今後も、地域特性に合わ峅た技術的ੰ決策の提案により、峜とと自然との
共生をサポートしていきます。 このため、定期的な草࿘を行ってൌ૘な動植
物の生අ・生୘環境が変化しないようにしています。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 峜峒峒ঽே峒峼峎峔岺 岣ཱけଶ岤峒峁峐環境崥嵒嵍ー崟嵏嵛峼઀୹

アニマルパスウェイをநଶするニホンリス

国道4号のアニマルパスウェイ

仙台火力発電所構内のฅ水池
および水ఈの状況

仙台火力発電所のビオトープ 水ఈに飛ਟしたスズガモムスジイトトン嵄
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　社有設備を対象に、石綿をஅ有する฾હけᆽ所を定期的に監
ଳするとともに、撤去や飛ങ防止対策を計画的に実施しています。
また、その౎の石綿をஅ有した製品については通ଞ状ଙにおいて

飛ങ性はないため、建物の撤去工事や設備のଓ修工事などの機
会にあわ峅て順次、శ石綿製品への取り౹えを進めています。

લ࿽の計઺৓峔௾ு

　当社が保有するPCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物について、
関連法令に基峏き適જに管理するとともに、૮害化処理を推進
しています。

（ৈ෯度3&%ఀಣ੟）
　高濃度PCB�廃棄物について、中間ฅ୉・環境安全事業株式
会社（JESCO）に委託し、処理を推進しています。

（଩෯度3&%ఀಣ੟）
　大型変圧器などの低濃度PCB廃棄物について、処理対象に
ૢじた適જな処理技術を採用し、国の認定処理施設に委託し、
処理を推進しています。
　なお、๶量PCBをஅ有した෣上変圧器の૮害化処理は、当
社の酒田リサイクルセンターで2016年3月までに完了しています。

　当社は、発電所などで使用している化学物質について、PRTR
制度※に基峏き、排出量などの把握および行政への報告を行うと
ともに、購入・使用・૔ಛ量などを੶ஈ・把握し、適正な管理と
環境への排出抑制に努めています。
※��PRTR（PollXtant�Release�and�TransIer�Registerٙ環境汚染物質排出移動ఃஈ）
制度とは、事業者の自主的な排出削減を目的として、有害のおそれのある化学物質の環
境中への排出量などについて、対象事業者が行政に報告し、行政が公表する制度

3&%ఀಣ੟のଵ৶嵣૮૩৲૪৶્定৲৾੟ସのిਫଵ৶

定৲৾੟ସのൾল୤嵣୎৿୤（2017年度）્ ٷ
（単位： tط年）

名 （ู主な用ಥ等）
排出移動量※1

大気 水域 土壌 移動

エチルベンゼン
（発電用燃料、࿗料） 5.7� 0.0� 0.0� 0.0�

キシレン
（発電用燃料、࿗料） 8.7� 0.0� 0.0� 0.0�

HCFC-225
（ドライクリーニング） 2.7� 0.0� 0.0� 0.0�

スチレン（࿗料） 1.8� 0.0� 0.0� 0.0�

ダイオキシン類
（特定施設排水） 0.0� 0.000027

※2
0.0� 0.0�

トルエン
（発電用燃料、࿗料） 9.9� 0.0� 0.0� 0.0�

ヒドラジン（給水処理ද） 0.0� 0.1� 0.0� 0.0�

ノルマル嵀キサン
（発電用燃料） 0.8� 0.0� 0.0� 0.0�

ベンゼン
（発電用燃料） 0.1� 0.0� 0.0� 0.0�

メチルナフタレン
（発電用燃料） 0.5� 0.0� 0.0� 0.0�

※1：�法のඍ出対象を௥たす事業所を対象に集計しました
※2：�ダイオキシン類は、ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設にჾ当する施設から

の排出量、移動量の合計値であり、単位を>t/年@から>mg-TE4/年@とഭみ౹
えます。なお、排出 ・ 移動したダイオキシン類は、ダイオキシン類対策特別措置法
で定める排出基準値以下です

化学物質の管理
　৲৾੟ସのઞ৷に岬峉峍峐峙岝১ഥ峔峓に੦峏岷ిਫにൾল୤嵣୎৿୤峼པ඼峃る峒峒峬に岝有૩৲৾੟ସ峼அ
峨峔岮ଲષ峢の৻౹৲峔峓峼ষ峍峐岮峨峃岞
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有効利用率

92.8٫

　当社の主な廃棄物は石炭火力発電所から発生する石炭࿏や
石こうで、全体のڵસ以上をಚめており、そのう峋ڵ～ڴસ程度
を有効利用しております。 このほか、全量有効利用しているがれき
類をはじめ、ほ峦全量有効利用している金രく峄などもあります。
　これらの廃棄物は、廃棄物管理システムや電子マニフェストの導

入により適正に処理するとともに「廃棄物3R�施策検ୈ会」を定
期的に開催し、一層の3Rの推進に努めています。
　その੥果、震災前後で一時的に下がっていた有効利用率は約
。સ程度に改善していますڵ 2017年度は、有効利用率90％
の目標に対し、実績は92.8％と目標を上回りました。

　当社の石炭火力発電所から発生した石炭࿏の有効利用の取
り組みとして、能代火力発電所3号機建設工事や社外における
土木工事などで使用するコンクリートに、JIS規格に適合した石
炭࿏（フライアッシュ）を೴峆ています。 また、排煙脱硫装置で
ౢ生される石こうは、石こう嵄ードなどへ有効利用されています。
　なお、຋᫬青炭などの低࿏分炭の活用拡大により、燃料資源
の有効活用に加えて石炭࿏の発生量低減についても、検ୈを進
めています。

ౌ力৅電ਚ岵峳ൾল岿島るલຍ࿏嵣લ岽岰の有஍ਹ৷

ɹݪொՐྗൃిॴͰ͸ɺ����೥�݄Αりɺ෱ౡΤίΫϦーτࣜגձࣾ΁ੴ୸փΛڅڙ
͍ͯ͠·͢ɻ෱ౡΤίΫϦーτࣜגձࣾ͸ɺ෱ౡݝの෮ܭڵըと͠ ͯਐΊらΕ͍ͯるʮ෱
ౡΠϊベーγϣϯɾίースτʯߏ૝のなかのੴ୸փࠞ߹ࡐྉ੡଄ۀࣄと͠ ͯઃཱ͞Εͯ り͓ɺ
౰ࣾ͸ɺੴ୸փのڅڙΛ௨ͯ͡ɺ෱ౡ෮ڵにͯ͠ݙߩ·͍り·͢ɻ

ఀಣ੟のిਫଵ৶嵣૪৶

重ਏୖ題4 　持続可能な循環型社会形成
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ಣ੟の৅ে୤峒有஍ਹ৷の実績ఀ�ٷ

石炭࿏（フライアッシュ）JIS規格品 能代火力発電所３号機基ຊ工事での
コンクリート大量ઊ設の状況

循環型社会形成に向けた3R（リデュース・ リユース・ リサイクル）の推進
　ਊ社੫঵グループ峙岝࿯環஑社会の஄ਛに਱け岝ఀಣ੟関連১ૠ਑に੦峏岹ఀಣ੟のిਫ峔ଵ৶嵣૪৶峼ষ岰
峒峒峬に岝�5の௓ਤに਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞

TOPICS ૣ島エコクリート株式会社への石炭࿏୹給を
通じたૣ島୮興への貢献

原町火力発電所からの搬出状況
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　当社は、当社グループ企業と協力して、使用済み資機材の3Rに
取り組んでいます。

5HGXFH�（嵒崯嵍ー崡）

　保ஹ・点検をきめ಍かに行うことによる電力設備の長寿命化に取り

組んでいます。

5HXVH�（嵒嵎ー崡）

　回収した電力量計や෣上変圧器はグループ企業などにおいて修理
し再使用しています。開൷器なども再使用を௕り、資源の有効利用
に努めています。

5HF\FOH（嵒崝崌崗ル）

　配電工事などで撤去された電線のྗく峄は配電用電線に再生し
ています。 PVC（ポリ塩化ビニル）଺ངの一部は、電線の଺ང材
や౴࿫などとして再生しています。
　また、約40年使用した電෣は破ᄝ後、「再生෗材」と「ள൙く峄」
として、それぞれ100%リサイクルし、公共事業等に活用されています。

グループ੫঵峒連௚峁峉ۇ�の௓ਤ

　発電機のタービンで使用したဋෟ油は、一定期間使用後、交ఌの際に再利用可能なものを発電用の燃料として再利用することで、資
源の有効活用に努めています。

৅電ਃの崧ー崻嵛峑ઞ৷峁峉ဋෟఅのગਹ৷

　当社は、全社に廃棄物管理システムを導入し廃棄物管理の強化を௕ってきました。 さらに電子マニフェストについて当社事業所をはじめ
企業グループの事業所への導入拡大を行い、管理業務の効率化を௕りつつ法令Ꮝஹを強化しています。

電৕嵆崳崽崏崡崰に峲るఀಣ੟ଵ৶のਘ৲

　環境配慮型ૹ品の利用による環境影響の低減、市ৃのグリーン化への協力などを目的とし、「東北電力グリーン調達ガイドライン」を定め、
グリーン調達の推進に取り組んでいます。 2017年度の対象ᔗ器・資機材のグリーン調達率は、99.4％でした。

グ嵒ー嵛৹୸の௓ਤ

リユースの取り組み

電ྗྔܭのमཧŋ఺ݕ
電ྗྔܭ

柱্มѹث 柱্มѹثのमཧ

再࢖༻

再࢖༻

東北電力 東北ۀ޻ثܭ

東北電ػ੡଄など

回収

回収

リサイクルの取り組み

഑電༻電ઢࡁ༺࢖

再生഑電༻電ઢ 電ઢの再生ۀ࡞

再生

東北電力 北೔ຊ電ઢ

回収

古コンクリート柱

再生骨材 電柱の破砕

再生

東北電力 東北ポールなど

回収
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温暖化対策
地域環境
保全新たな環境技術 ࿯環஑社会 コミュニケーション

当社本店ビルにおける
リサイクル運動 
　当社本૲では、2011年からસり⎣のリサイクル運動を実施
しています。 使用したસり⎣は、仙台市の回収ステーションへ
搬入し、その後、製紙工ৃでパルプ（紙の原料）へリサイクル
され、新しい紙に生まれ変わります。
　リサイクルするસり⎣は、1嵝月で5～10kgで、これまでの7
年間で約550kg（A4用紙にఌ算すると約37,000ූ分に相
当）となりました。

　また、プリンターのインクなどの使用済のカートリッジについても、
メーカーへ送હし、リサイクルを行っています。

崒崽崋崡における஋ா৓峔ۇ�

　当社は、不ਏとなった作業സ等の଺സについて
リサイクルを行っています。
　作業സ・ං合ಭ・防໬സは破ᄝ後、古紙やྐ
維く峄・木く峄と೴合・圧ೠ固化し、石炭やコーク
ス等の代౹燃料として製紙会社や産廃事業者の
嵄イラーなどで利用されています。

ਂ要峒峔峍峉଺സの有஍ણ৷

余ったカレンダー等の有効活用
　当社本૲では、年ଜに౟ったカレ
ンダー・手໩等を有効活用するた
め、カレンダーリサイクル市（主催：
ైචユネスコ協会）へ提୹してい
ます。 そこで୿売されたカレンダー
等の収益金は、日本ユネスコ協会
連ೇの　「東日本大震災子୹支
援」活動などに使われています。

ైචユネスコ協会へ送હするカレンダー

　当社本૲では、年ଜに౟ったカレ

5HXVH

ecoオフィス活動 
　当社は、eFoオフィス活動を実施しており、印ླྀ時における
両面・集約印ླྀや用紙ഫ面利用、嵂ーパーレス会議の推進、
社内文書の電子化での共有、使用実績の管理により、紙使
用量の削減等、省資源活動に取り組んでいます。

　当社は、eFoオフィス活動を実施しており、印ླྀ時における

5HXVH

　当社本૲では、2011年からસり⎣のリサイクル運動を実施

5HF\FOH

リサイクルするસり⎣（約1 嵝月分）

リサイクルするインクカートリッジ

7年間で、સりばし

৺550kg
峼嵒崝崌崗ル

当社のecoオフィス認定・登録制度とは
　事業所における省エネルギー・省資源活動（紙・崜ミ・
電気・水・車両燃料の削減）、地域協調活動の一環と
して取り組み活動（清掃、植౴、൥౰会等）を募集
し、ଟ査の上、஋ா的に取り組んでいる事業所を「eFo
オフィスプラス」事業所として認定する制度です。 また、
各事業所の取り組みを社๟等でງஂし、社内に水平
展開を௕っています。

「eFoオフィスプラス」事業所認定ステッカー（ం）と、認定証（క）

ಕ஄೤મ
（53)）

੿঵സ ଆ໬സං়ಭ
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重ਏୖ題5 　�環境コミュニケーションの推進による�
ステークホルダーとの関係強化

　当社は、2018年8月に、（一社）日本能率協会が主催する親子向けの
イベント「夏休み2018宿題・自由研究大作戦！（仙台会場：夢メッセみ
やぎ）」へブースを出展しました。
　環境やエネルギーに関するパネルを用いたクイズラリーや発電自転車の
体験等を通じて、エネルギーコミュニケーション活動や、当社の環境への
取り組みについて紹介しました。当社ブースには、2日間で計1,700人超
の親子に来場いただきました。

「ಒ೬み2018೛題・自૓
研究大作戦آ」へ出展

　エネルギー・環境保全について、ともに考え行動し、
理解を深めていただくため、小学校4～6年生の児童お
よび保護者を対象に、仙台火力発電所・仙台太陽光発電
所の見学を行うバスツアーを開催し、12組26名に参加
していただきました。
　また、発電所の見学後、同日に開催された親子向け
イベント「夏休み2018宿題・自由研究大作戦！」（上
記参照）の当社ブースもあわせて見学しました。
　参加者からは「電気の大切さが分かり、楽しく学べ
て良かった」などの声がありました。

エコバス崬アー

当社キャラクター 「マカプ崍」

ਟৃ者でに岸わう当社ブース 発電自転車を体験する様子

仙台太陽光発電所のৄ学

地域社会・お客さまとの஋ா的なコミュニケーション

　ਊ社੫঵グループ峙岝৉ୠ社会嵣お௢岿峨峒のਦ౅関બのଡണに਱け岝環境関連ੲਾ峼஋ா৓にੲਾਁ৫峃る
峒峒峬に岝৉ୠの຦岿峨峒঳৬峒峔峍峉環境ણ৿峼岝峒峬にઅ岲岝峒峬にষ৿峁峐岮岹岣環境崛嵇嵍崳崙ー崟嵏嵛岤峼௓ਤ
峁峐岮峨峃岞
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　崜ー嵌などの崬ル性植物を、建物のษの外や෢面に୑ったネット
などに⎠わ峅るように生୘さ峅た「緑のカーテン」は、自然の力を利
用した省エネルギー対策です。当社は2010年度から、「緑のカー
テン」を地域にઁめる運動に取り組んでいます。
　2018年度も、当社ホーム嵂ージで運動に岾参加いた峊ける຦さ
まを募集し、崜ー嵌とアサガオの種子を配ഘしました。 また、ᄎသ

のコ崬をメールマガジンなどでお知ら峅しました。 ຦さまによるᄎသ
活動の様子は、「ᄎသレポート」として当社ホーム嵂ージでງஂし
ています。 2018年度は新たに୼ઌコンテストも開催し、緑のカー
テン運動をさらに௫しんでいた峊けるようにしました。
　当社事業所とグループ企業においても、事業所内の౎、地域の
保୘ୱなどで子どもた峋と一คにᄎသに取り組みました。

෤の崓ー崮嵛ઈ৿

　当社の各事業所は、地域の຦さまとともに、植౴活動や清掃
活動などの様々な環境活動に取り組んでいます。 2017年度は、
747੯の環境活動を実施し、地域の方々をஅめて約2万2,200

名に参加いた峊きました。 2017年度からは、これらの活動を行う
際に、当社の社員を「よりそうエコパートナー」と名હけて活動して
います。

峲峴峇岰崐崛崹ー崰崲ー

遠野電力センターで
は遠野市の特産品
であるホップを活用し
た緑のカーテンᄎသ
に取り組みました。

子どもた峋とのホップ収ᄥط遠野電力センター

事務所ビルの緑のカーテンૣط島発電技術センター 保୘所の子どもた峋との၈植えط新仙台火力発電所

社員交代での水やりط東新潟火力発電所

ે日町ക前での清掃活動ેط日町営業所（現ે日町電力センター） 女川ക前での清掃活動ط女川原子力発電所
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　当社企業グループは、東日本大震災の津ణで壊ຑ的な଺害を
受けた海഍防災林の୮活活動に取り組んでいます。
　これは「震災によって失われたみどり豊かな海഍防災林の୮活を
஦峪地域の方々のઓい」と「東北の୮興に஋ா的に関わり୮興
を支援したいという社員の高いಂ、ઓい」を੥びつけ、「津ణで଺
害を受けた海഍防災林୮活の手஫いをしよう」という社員嵄ランティ

ア活動として2013年に始まったもので、宮城県岩ඖ市やૣ島県
南相馬市での植౴ມを中ੱに参加しています。
　2016年度からは、さらに環境面から地域の୮興に貢献していく
ため、植౴活動「東北電力グループ　相馬ൌ஦の森」を実施して
います。

　東北発電工業株式会社は、2008年4月に宮城県利府町の県有林にネーミン
グライ崬を取得し、「とうはつの森」と名હけ、社員・OB・家ఔが一ீとなり「利府
の୨ৄ৛」を目指し、整備活動をしています。
　10年目を機に、森のマスコットキャラクター「とうはつのஹ人（もりと）くん」がไ
生しました。
　あわ峅て、遠くから木々の୨々を௫しめるよう活動෇೧を森の南ડまでઁ岼てい
ます。
　引き続き、社員の一体૎、コミュニケーションを஥めていく当社のシン嵄ルとして、
地域社会の中で環境保全に取組んでいきます。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 岣峒岰峙峎の஌岤ତ૟に峲る৉ୠ環境保৸峢の਄峴ੌ峩

（東北৅電ੵ঵株式会社）

東北電力グループਲ഍ଆ಼௔୮ણણ৿

東北電力グループৼ஝ൌ஦の஌
　2018年5月にૣ島県相馬市༺部の大࿚地યにおいて、੺ๆの
小 ・中学ૅとともに植౴活動を行いました。
　植౴活動では、当社企業グループから約60名、੺ๆの小 ・中学
ૅから約120名が参加し、約2,500本のクロマ崬を植౴しました。

ൽଘ೘౴会
　2018年6月に宮城県仙台市で開催された「仙台市荒ଘ植౴
会」に参加しました。

整備活動当初（2008年4月） 現૔の整備されたとうはつの森

とうはつのஹ人（もりと）くん
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਷力৅電৷崨嵈の৶ੰയਤに਱け峉崨嵈崓ー崱のଦഘ

崐崵ル崖ーল৐൥ౠ ৅電ਚৄ৾会
　小学ૅ・中学ૅや地域の学ಆ施設などに社員がおቯいし、手
回し発電機や発電所模型などの実験機器を使い、体験型の学
ಆ会を行っています。
　ථらしの中における電気の૽સをはじめ、家൦に電気がඍくまで
の道のりや発電のல組み、エネルギーと地球環境の関わりなどにつ
いて、わかりやすくହ明します。

〔エネルギー出前൥ౠ〕
httS�//ZZZ.tohokX-eSFo.Fo.MS/s\akai/05Benerg\.html

　水力発電は二酸化炭素を排出しないクリーンエネルギーです。
　当社は、඾வ野川水系に水力発電用の11ダムを設置し、これらのダムを
利用して16の水力発電所で発電を行っています。
　当社では、水力発電用ダムに多くの方にお越しいた峊き、ダムや水力発電
についてଐく知っていた峊こうとのઓいで、඾வ野川水系11ダムのダムカード
を制作し、道のകなどで配ഘしています。
　ダムカードには、ఢఈ地域の情報なども੶ൗしていますので、ダムを௰れる
方々が増えることにより、地域活性化のお૽に立てればと考えています。

　電気の工ৃであるn発電所�のৄ学を通じて、൤段岾使用いた峊
いている電気がどのようなல組みでつくられているのかを岾༮いた峊けま
す。 それぞれの発電方法のメリット・デメリットを知ることで、環境問題
を考えるきっかけ作りにもなっています。

〔東北電力PRைの岾案内〕
httS�//ZZZ.tohokX-eSFo.Fo.MS/Sr/

　相馬共同火力発電株式会社では、エネルギーや環境問題について地域の຦さ
まとともに考え、行動し、理ੰを஥めることを目的とし、社員が൥పとなり、੺ๆの
小学生を対象とした環境学ಆઇ室を定期的に開催しています。
　これからも、社員一人峜とりの環境問題に対する意௙の向上を௕るとともに、地
域の環境保全に貢献していきます。

グループ੫঵の
਄峴ੌ峩 環境৾ಆઇ஼の৫ಈ

（ৼ஝ુ৊ౌ力৅電株式会社）

環境学ಆઇ室の様子（114名参加）

エネルギー出前൥ౠの様子ط宮城支૲ 新潟火力発電所ৄ学の様子ط新潟支૲
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　電気をつくり、おくり、ඍけるといった電力会社の日ଞ業務には、
環境保全に貢献する取り組みが多くあります。
　nエコログnはその環境への取り組みの「いま」について、わかりやす
くタイムリーにお஫えする当社ホーム嵂ージコンテン崬です。 　
　火力発電所のCO₂排出抑制や再生可能エネルギーへの取り
組み、地域の方々とともに取り組峪植౴活動などについて、情報
発信しています。

［環境への取り組み通信nエコログ|］
httS�//ZZZ.tohokX-eSFo.Fo.MS/enviro/eFolog/index.html

環境峢の਄峴ੌ峩ৢਦn崐崛嵕グ|

　気候変動分野などにおける企業の情報開示を評価する国際
NGOのCDP（೮：CarEon　DisFlosXre　ProMeFt）からの
質問書について、当社は、2018年気候変動質問書の回௦を提
出しました。

&'3ਞ౜૗৿ସਖછ峢の৚௦

　当社は、2018年度「SNAMサステナビリティ・インデックス」の਺
資対象ໝ෧に৭定されました。
　同インデックスは、損保ジャパン日本興຋アセットマネジメント社
（SNAM）が、調査会社によるESG評価を重ଳしてஆ自にໝ
෧を৭定するものであり、「SNAMサステナブル運用」のインデック
スとして活用されるものです。

61$0崝崡崮崲崻嵒崮崋嵣崌嵛崯崫崗崡のଡਛໝ෧に৭定

　当社は、環境情報発信に対する取り組みの一環として、環境
省の「環境情報開示基ೕ整備事業」に、2017年度から参加し
ています。
　本事業は、企業と਺資家等を੥峠コミュニケーションのৃを提୹
するための実証事業です。 本事業で提୹されている「ESG対ਵ
プラットフォーム」へ当社の環境情報をൕൗしており、事業に参加
する਺資家の方がၡ༮できます。 また、2017年度には段階的に

ESG情報の開示・対ਵを実ᄷしながらಆ得する「ステップアッププ
ログラム」にも参加しました。

環境੄؟環境ੲਾ੦ೕତ૟হ঵峢の૞ਸ

環境情報開示基ೕ整備事業
2017年度修了証

※�ExtensiEle　BXsiness　ReSorting　LangXageの略。効率的な比較分ෲ等を
可能にするコン崼ューター言ୁで、ଃ務報告分野でઁく採用され、国内では金੆庁の
EDINETや東京証ଊ取引所のTDnet及びコーポレート ・ ガバナンス情報サービスな
どに利用されている

環境関連情報の஋ா的な開示・情報発信
　ਊ社峙岝1���年度岵峳環境ষ৿嵔嵅ー崰峼ਾઔ峃る峔峓岝環境関連ੲਾの஋ா৓峔৅ਦに਄峴ੌ峽峑岮峨峃岞
峨峉岝(6*（環境嵣社会嵣崔崸崲嵛崡）਺資峢のି৯のৈ峨峴峔峓の৿岷峬౷峨岲岝環境峢の਄峴ੌ峩の঳ಽのౄ
実峒岝崡崮ー崗嵃ル崨ーの຦岿峨峢のిન峔ੲਾ৫ંお峲峝൨্਱の崛嵇嵍崳崙ー崟嵏嵛に౑峫峐岮岷峨峃岞
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　2018年4月に、環境੔進企業であるトヨタ自動車東
日本株式会社の松੩ཛྷ一PE・環境室長と、当社の環
境への取り組みをテーマにステークホルダー・ダイアログを実
施しました。
　新仙台火力発電所や中ఙ給電指令所等の施設ৄ学
を行い、その後、トヨタ自動車東日本の環境への取り組
みや当社へ環境面で期ୄすること等について、様々な岾
意ৄをいた峊きました。

崰嵐崧ঽ৿੤東঩ম株式会社�ૈ੩ཛྷ঳ 3(嵣環境஼শ

崡崮ー崗嵃ル崨ー 嵣
崨崌崊嵕グ

　当社は、地域社会・お客さまなどとの社外のステークホルダーの຦さま
からのଢを大જにし、その岾意ৄや評価を環境への取り組みへ反映さ峅
ることで、環境経営のಲ続的改善を௕っています。

ૈ੩3(嵣環境஼শ岵峳岮峉峊岮峉主峔岾ਔৄಉ
�崰嵐崧ঽ৿੤東঩মの環境に関峃る਄峴ੌ峩ٶ
　冲ٴ�トヨタ自動車東日本としては、今後、環境目標について、トヨタ環境チャレン

ジ2050の「工ৃCO₂ゼロチャレンジ」を目指していく。
　冲ٴ�「地域にಜばれなければ企業としての意௡がない」とのઓ୳から、環境保全

活動および環境コミュニケーション活動に஋ா的に取り組んでいる。

�ਊ社઱ਝ峼ଳ௄峁峐ٶ
　冲ٴ�新仙台火力発電所のLNGタンク本体が、タンクと一体型のコンクリート製防

ั༕で೧われており、万一のLNG๫えいにもั面のઁがりが૮く安全性が
高く、ഢ地面஋を有効に使用でき合理的かつ経済的な優れた構造であると
こ峷に興௡関ੱを持った。

　冲ٴ�中ఙ給電指令所では、東日本大震災の際の太平ஞડ電源の大規模脱૳の様子をおቯいし、当時、
指令室で業務に௚わった社員た峋の緊಴した対ૢに、૎ໝを受けた。

�ਊ社峢環境એ峑਋ୄ峃る岽峒ٶ
　冲ٴ�トヨタ自動車東日本としては、今後、再生可能エネルギーを஋ா的に導入しようとしており、東北電力と

もWin-Win関係になるような再エネ導入のல方があれば峆峜示してもらいたい。
　冲ٴ�「東北電力グループ環境行動レポート」は、もっと௕や୼ઌなどを活用したり文字を大きくするなど、一般

の方々にもわかりやすい資料とするよう、工୏してはどうか。
　冲ٴ�今後、東北電力とのつながりはますます強くなっていくと੒୳されるので、峆峜一คに取り組んでいけると

よい。
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　2018年8月に、東北大学大学੹環境ఐ学研究ఐの
学生の຦さまと、ステークホルダー・ダイアログを実施しました。
　当社水素製造システムや中ఙ給電指令所等の施設

ৄ学を行い、その後、当社の環境への取り組みや、日
本のエネルギー問題、今後当社へ環境面で期ୄすること
等について、様々な岾意ৄをいた峊きました。

東北প৾প৾੹環境ఐ৾ଢ଼஢ఐপ৾੹ে

崡崮ー崗嵃ル崨ーの຦岿峨岵峳の岾ਔৄ峼ਭけ峐
　トヨタ自動車東日本株式会社の松੩ཛྷ一PE・環境室長および東北大学大学੹環境ఐ学研究ఐ大学੹生からは、当社の環
境経営の改善に向けた岾意ৄ・岾期ୄ等をいた峊きました。
�今後も、社内外のステークホルダーの຦さまのଢにປをൊけ、環境への取り組みの推進に努めてまいります。

ステークホルダー ・ ダイアログの様子当社水素製造システムのଳ௄　

৾েの຦岿峨岵峳岮峉峊岮峉主峔岾ਔৄಉ
ਊ社の環境峢の਄峴ੌ峩ٶ
　冲ٴ�東北電力が環境マネジメントに関して、高い意௙をもって取り組んでいることがわかった。 また、事業活

動に関して、電力୹給のல組みや地熱発電、水力発電等の知ৄを得ることができた。
　冲ٴ�CO₂排出係数の目標値か、それに向けた指針等があると東北電力の取り組みがより一層理ੰしやす

いとઓう。
঩মの崐崵ル崖ーਖ਻ٶ
　冲ٴ�௎ପの再生可能エネルギー੔進国の現状や್える問題などは大きいとઓう。特にFITの様な制度は発

電ડ（୹給事業者ડ）のଇ量が大きす岸たために、ドイ崬のような電気価格の高ྐྵをഃいたようにઓう。
そのため、政府や電力会社が適જな法制度の整備によって国民を導く૑ਏがあると考える。

　冲ٴ�本日の議૛にあった「S�3E」を考慮していくのは、まさにそのとおり峊とઓう。重ਏな観点がある中で、バ
ランスのとれた最適な電源構成を追究していく૑ਏがあるとઓう。

ਊ社のഀ଴お峲峝ਊ社峢環境એ峑਋ୄ峃る岽峒ٶ
　冲ٴ�再生可能エネルギーのୖ題等を理ੰしたうえで、それを൤及さ峅るためのシステムや社会基ೕ、法整備など、

技術以外の多くのハードルをクリアする૑ਏがあるとઓう。 東北電力をஅめた電力各社には、政府と協力
して、それらのハードルをクリアし、再生可能エネルギーが適જに൤及するような社会をつくってもらいたい。

　冲ٴ�東北電力は、環境対策に向けた活動を்ઁく行っている会社であるとઓう。 今まで以上に環境活動を
行って、それを地域の方々にઁめていってほしい。
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資 料 編
　▍主要環境指標の௓୎

〈東北電力の主要環境指標の௓୎〉

取り組み 環境指標 単位 2013年度
実績

2014年度
実績

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績

環境監査 環境監査実施事業所数 カ所 20 11 12 12 12

環境会計
環境費用 億円 545 428 402 393 392

経済効果 億円 1,228 1,346 1,069 867 937

CO₂の排出抑制 ※１

CO₂排出係数 kg-CO₂ 
/kWh

0.589 
［0.591］

0.573 
[0.571]

0.559 
[0.556]

0.548 
[0.545]

0.523 
[0.521]

CO₂排出量 万t-CO₂ 4,563 
［4,580］

4,390 
[4,374]

4,194 
[4,177]

4,055 
[4,034]

3,755 
[3,734]

CO₂以外の温室効果ガス
排出抑制 ＳＦ₆回収率（総合） ％ 99.7 99.3 99.4 99.6 99.8

発電所燃料消費量

石炭消費量 万ｔ 890 771 814 731 814

重油消費量 万kl 99 89 43 54 40

原油消費量 万kl 33 31 33 30 22

天然ガス消費量 億Nm³ 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4

LNG消費量 万t 428 408 432 438 417

原子燃料消費量 ｔ 0 0 0 0 0

新エネルギーからの電力
購入

太陽光発電　出力 万kW 81.2 152.9 245.4 320.5 402.1 

風力発電　出力 万kW 61.4 71.9 80.1 85.6 99.2 

廃棄物発電　出力 万kW 7.6 4.8 5.0 5.4 5.9 

バイオマス発電　出力 万kW 4.3 3.4 4.0 6.3 7.5 

地熱発電　出力 万kW 4.8 4.8 4.8 4.8 3.3 

設備の利用率向上

原子力発電所の設備利用率 ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

火 力 発 電 所 の 発 電 端 熱 効 率 
（低位発熱量基準） ％ 44.7 45.3 45.6 46.3 46.2

発電所の所内電力量 百万kWh 2,858 2,644 2,680 2,584 2,660

発電所の所内率 ％ 4.1 4.0 4.1 4.0 4.0

変電所の所内電力量 百万kWh 84 84 86 89 91

変電所の所内率 ％ 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

設備の損失低減
総合損失率 ％ 9.1 8.6 8.7 8.4 8.1

送配電損失率 ％ 5.8 5.5 5.5 5.2 4.8

環境負荷低減型変圧器
の採用 菜種油変圧器バンク保有台数 台 6 8 17 38 64

オフィスの省エネ・省資源

電気使用量 百万kWh 129.4 130.6 126.9 101.3 89.9

用紙購入量 ｔ 695.8 670.3 729.1 763.6 838.7 

古紙回収量 ｔ 802.4 750.2 804.7 870.2 723.8 

車両燃料使用量（ガソリン） kℓ 2,669 2,397 2,541 2,442 2,376

車両燃料使用量（軽油） kℓ 775 672 656 634 621

低公害車保有台数 台 1,788 1,845 1,581 1,704 1,879

（再掲）電気自動車保有台数 台 4 4 4 4 4

（再掲）プラグイン・ハイブリッド
車保有台数 台 10 10 10 16 33

（再掲）ハイブリッド車保有台数 台 78 85 95 100 110

低公害車導入率 ％ 64.1 65.4 69.0 74.0 80.0
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資 料 編 〈東北電力の主要環境指標の௓୎〉

取り組み 環境指標 単位 2013年度
実績

2014年度
実績

2015年度
実績

2016年度
実績

2017年度
実績

電気使用面の省エネル
ギー・負荷平準化

業務用電化厨房システム導入件
数(累計） 件 16,878 19,173 21,388 23,452 25,620

業務用電化厨房システム導入
kW(累計） kW 497,850 551,401 606,909 649,938 695,241

蓄熱等空調システム導入件数
（累計） 件 9,849 11,889 15,143 18,430 22,569

蓄熱等空調システム導入kW(累
計） kW 838,119 978,437 1,157,910 1,307,791 1,464,428

ヒートポンプ式電気給湯器導入 
累計台数 台 295,675 332,475 367,757 405,660 443,212

廃棄物の管理 ※２

産業廃棄物発生量(全体） 万t 121.1 112.1 115.4 105.4 117.1

産業廃棄物有効利用量(全体） 万t 90.6 96.1 99.1 97.5 108.7

産業廃棄物有効利用率(全体） ％ 74.8 85.8 85.8 92.5 92.8

産業廃棄物最終処分量(全体） 万t 30.5 15.9 16.4 7.9 8.4

資機材の有効利用

古コンクリート柱発生量 ｔ 41,024 39,252 36,834 36,229 37,773

古コンクリート柱有効利用率 ％ 100 100 100 100 100

銅線くずの発生量 ｔ 9,116 9,501 9,765 9,490 9,503

銅線くずの有効利用率 ％ 100 100 100 100 100

撤去開閉器の修理・改造再使用
台数 台 993 900 1,113 1,450 1,426

撤去変圧器の修理・改造再使用
台数 台 26,208 37,129 41,629 32,647 33,188

建設副産物の有効利用
建設廃棄物有効利用率 ％ 90 97 86 86 99

建設発生土有効利用率 ％ 85 90 97 80 31

発電所からの廃棄物の有
効利用

石炭灰発生量 万t 89.0 83.0 86.2 79.4 88.2

石炭灰有効利用率 ％ 66.6 82.5 83.1 91.7 91.6

脱硫石こう発生量 万t 21.6 18.0 19.2 16.7 18.9

脱硫石こう有効利用率 ％ 100 100 97 96 98

環境法規制の遵守

硫黄酸化物（SOx）排出原単位
(火力発電所の平均) g/kWh 0.22 0.21 0.17 0.18 0.17

硫黄酸化物（SOx）排出量 t 13,224 11,905 9,884 9,831 9,446 

窒素酸化物（NOx）排出原単位
(火力発電所の平均) g/kWh 0.27 0.27 0.25 0.24 0.21

窒素酸化物（NOx）排出量 t 16,321 15,045 14,346 13,334 11,866 

低レベル放射性廃棄物の発生量
（200ℓドラム缶）

本 
（ドラム缶） 4,084 2,808 2,936 2,700 3,628

地域環境活動
環境月間活動件数 件 340 437 492 566 486

環境月間参加人数 人 15,497 16,283 20,109 16,241 16,145

環境・エネルギー教育支
援活動

エネルギー出前講座実施回数 回 270 310 332 330 287

エネルギー出前講座参加延べ
人数 人 13,158 16,664 16,742 18,652 17,377

※1  ［ ］内の値は再生可能エネルギー固定価格買取制度による調整等を反映していない基礎CO₂排出量およびCO₂排出係数。2016年度以降は、小売電気事
業者としての値であり、離島供給等の一般送配電事業者分を含んでいない。また、2017年度の数値は2018年8月時点の速報値

※2   端数処理の関係により廃棄物の有効利用量と最終処分量の合計値が発生量と一致しない場合があります
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資 料 編

　環境会計は、環境保全のためにਏした費用（環境コスト）と得られた効果を定量的に把握し評価するல組みです。
　当社は、環境保全と経済性を同時追੷した環境経営を推進するため、環境会計の把握・改善に努めています。環境コストおよび効果
については、環境省の「環境会計ガイドライン」に基峏き、環境保全目的のコストや効果を可能な଒り集計し、ಖ度の向上を௕っています。

算定期間：2017年4月～2018年3月　ܢ算定໪ਏܡ
　　　　　����　　算定෇೧：東北電力株式会社（単体）
　　　　����　　　基　��　準：環境省「環境会計ガイドライン2005年度ග」に準拠

１．環境保全コスト
�2017年度の環境保全にかかわるコストは、設備਺資額が106億円、費用が392億円となり、当社全体の設備਺資額および営ٴ
業費用にಚめるસ合は、それぞれ設備਺資：3.8％、営業費用：2.2％となりました。

、�昨年度と比較すると、設備਺資額は、火力発電所への大気汚染・騒音防止に係る਺資などにより7億円の増となりました。またٴ
費用については、廃棄物処理に係る修ሂ工事費の減૘などにより1億円の減となりました。

単位：億円

分　類 主な取り組み内容
設備投資 費用※1

2017年度 2016年度 2017年度 2016年度

地
球
環
境

保
全 温暖化防止※2

再生可能エネルギー（自社設備）の導入
再生可能エネルギーの買取※3

SF6 回収再利用
0.0 0.0 27.2 27.3

循
環
型
社
会

構
築

廃棄物処理 一般・産業・放射性廃棄物処理

3.4 14.7 77.6 84.2再使用・
リサイクル

撤去資材・機器の再使用、リサイクル
建設副産物の再使用、リサイクル

地
域
環
境
保
全

公
害
防
止

大気保全 SOx、NOx およびばいじんの排出抑制
低公害車導入、その他大気保全対策

85.6 57.9 252.5 235.3水質保全
騒音防止
悪臭防止

汚水処理装置、漏油対策、低騒音対策、
悪臭対策

現地調査・監視 環境アセスメント、大気・水質調査
環境放射能モニタリング 1.6 4.1 14.7 15.7

自然環境保全
都市景観調和 

発電所の緑化
配電線地中化※4 15.5 22.6 7.2 18.8

環境コミュニケーション 地域環境活動、情報開示、コミュニケーション － － 0.4 0.5

環境マネジメント 環境マネジメントシステムの運用、環境教育 － － 3.0 2.4

研究開発 環境関連の研究開発 － － 5.3 4.2

その他 公害関連拠出金 － － 4.2 4.3

環境関連合計※5 106.2 99.4 392.0 392.8

※1：費用には減価೥却費をஅみます。また、環境対策組௶の人੯費は各分類へ配分しました
※2：水力、地熱、LNG火力発電は温暖化防止対策として有効ですが、現時点では、CO₂排出抑制にਏしたコストを合理的に算定できないことからஅめていま峅ん
※3：再生可能エネルギーの固定価格買取制度導入に伴う購入費用は、算定の対象外としています
※4：配電線地中化費用につきまして、今年度より減価೥却費をஅめないこととしております
※5：環境関連合計は、ഈ数処理により、各分類の合計と一ಱしないこともあります

　▍2017年度　環境会計
〈環境会計の算定（2017年度）〉
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環境保全効果．ڮ
のCO₂排出抑制量は、前年度より増となりました。原子力発電所が停止しているため、震災前のレベルまでは「地球環境保全」�ٴ
回୮していないものの、水力・地熱の発電設備の活用や、火力発電の熱効率向上などによって抑制に取り組んでいます。

のう峋、産業廃棄物のリサイクル率については、廃棄物の有効利用に஋ா的に取り組ん峊੥果、92.8%の「省資源･リサイクル」�ٴ
有効利用率となりました。

のう峋、公害防止において、ᄚ素酸化物（NOx）排出抑制量は4.6万t、硫້酸化物（SOx）排出抑制「地域環境保全」�ٴ
量は7.0万t�となりました。

分類 主な項目 2017年度 2016年度

地
球
環
境
保
全

※1

C
O
2

排
出
抑
制
量

原子力発電 0万t 0万t

水力発電 556万t 482万t

地熱発電 44万t 48万t

新エネ発電・購入 20万t 20万t

京都メカニズム活用 0万t 0万t

SF6 回収 37万t 40万t

火力発電の熱効率対策※2

送配電ロス軽減※3 550万t 524万t

省
資
源

リ
サ
イ
ク
ル

産業廃棄物　最終処分量
（石炭灰、重油灰、汚泥、金属くず等含む） 8.4万t 7.9万t

産業廃棄物のリサイクル量（率）
（石炭灰、重油灰、汚泥、金属くず等含む）

108.7万t
（92.8％）

97.5万t
（92.5％）

低レベル放射性廃棄物減容量 2,272本 756本

グリーン調達率 94％ 95％

中質紙購入量 839t 764t

フライアッシュセメントの購入量 7,185t 14,510t

再生アスコン購入量 2,633t 995t

環境調和型変圧器の導入 64台 38台

地
域
環
境
保
全

公
害
防
止

NOX 排出抑制量※4 4.6万t 4.3万t

SOX 排出抑制量※4 7.0万t 6.3万t

脱硫石こうリサイクル量（率） 18.5万t（98％） 16.0万t（96％）

ばいじん排出抑制量※4 79万t 72万t

石炭灰のリサイクル量（率） 81万t（92％） 73万t（92％）

低公害車導入数※5 1,879台 1,704台

発電所の緑地面積（率） 462万㎡
（44.4％）

462万㎡
（44.4％）

配電線計画地中化亘長 510km 495km

環境マネジメント 環境関連教育受講者 419人 366人

環境コミュニケーション 環境月間活動件数 486件 566件

※1：算出条੯は次のとおりです
　　　 ・ CO2排出係数：0.523kg-CO2/kWh
　　　 ・ 送配電ロス率：4.8%
　　　 ・ 所内率：水力発電1%、地熱発電7%、太陽光発電0%、風力発電10%（出๕：電力中ఙ研究所報告書）
　　　 ・ 水力の๐水分および再生可能エネルギーの固定価格買取制度による抑制効果は除いています
※2：1990年度の火力発電の熱効率を基準として算出しています
※3：1990年度の送配電ロス率を基準として算出しています
※4：環境保全設備により環境負荷を除去した量であり、౞設置のৃ合（環境コストを拠出しないৃ合）の排出量と実際の排出量との୷により算定しました
※5：低公害車には燃料電池車、ハイブリッド車、プラグインハイブリッド車、電気自動車をஅみます

〈環境会計の算定（2017年度）〉
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３．経済効果について
・�有価物の売却収入や火力発電の熱効率向上、送配電ロスの低減による燃料費の節減などにより、環境活動に伴う経済効果は
937億円となりました。前年度と比較し70億円の増となりましたが、引き続き費用節減に努めています。

単位：億円

分　類 2017年度 2016年度
収益 有価物（石こう、撤去資材 ・機器等）の売却額 66 66

費用節減
省エネルギー（火力発電の熱効率対策※1、送配電ロス低減※2）による燃料の節減額 641 529
リサイクル ・ 再使用に伴う廃棄物最終処理費、新品購入費の節減額など 230 273

合　計 937 867
※1：1990年度の火力発電の熱効率を基準として算出
※2：1990年度の送配電ロス率を基準として算出

４．環境効率について
・�「環境効率」は、企業の環境活動の効率性を総合的に把握･管理するとともに、分かりやすく情報開示するための指標です。
・�環境効率は、事業活動に伴う「地球温暖化」「大気汚染」「廃棄物」などのそれぞれ異なる単位で集計されている環境負荷を、環
境への影響度などを考慮して一つの指標に統合し算定します。環境負荷の統合の方法については、国内で開発されたELP�
(Environmental�Load�Points)法の統合化係数を用いて算定しています。
・�ELP法は、早稲田大学永田研究室で開発された手法で、燃料消費、廃棄物、CO₂･SOx･NOxの排出に関わる環境対策の効
果をバランスよく評価できます。�
・�環境効率は、評価目的によって種々の算定方法がありますが、いかに環境負荷を抑制しながら事業を展開しているかについて把
握するため以下の方法により算定しています。

・�環境効率は、1999年度を基準年の1としており、数字が上昇するほど効率が向上したことを示します。2017年度の環境効率は、
昨年度から上昇し、震災後初めて1を超え1.042となりました。
・�原子力発電所が停止している状況が続いておりますが、引き続き、火力発電の熱効率向上、再生可能エネルギーの利活用、お
客さまの省エネ・省CO₂の取り組み支援など、引き続き需給両面で環境負荷低減に向けた取り組みに努めてまいります。

〈環境会計の算定（2017年度）〉

環境効率指標の推移
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指　　標 単位 2017年度実績

地球温暖化防止の推進

1．CO2排出抑制

・オフィス部門 排出量 万t-�CO2 6.0

・生産プロセス部門�
（電気事業関連を除く） 排出量 万t-�CO2 8.1

・車両部門 排出量 万t-�CO2 1.8

CO2排出係数※1 係数 kg-CO2/kWh 0.523

2．オフィスの省エネ

・電気 使用量 百万kWh 113

3．生産プロセスの省エネ※2

・電気 使用量 百万kWh 135

・石油（灯油、軽油、重油） 使用量 ギガジュール 88,213

・ガス（LPG、都市ガス） 使用量 ギガジュール 81,465

4．車両の省エネ

・燃料（ガソリン、軽油） 使用量 ㎘ 7,698

循環型社会形成に向けた�
取り組みの推進

1．オフィスの省資源

・グリーン調達（事務用品） 調達率 %
（グリーン購入額/全購入額） 80

・用紙 使用量 t 1,385

・水道 使用量 千m3 389

・一般廃棄物 最終処分量 t 1,428

2．生産プロセスの省資源

・水道�
（上水道、工業用水、地下水） 使用量 千m3 17,884

・産業廃棄物 有効利用率 % 95

発生量 万t 205

有効利用量 万t 195

最終処分量 万t 10

地域環境の保全

1．大気保全対策

・大気汚染物質（SOx） 排出量 t 14,617

・大気汚染物質（NOx） 排出量 t 18,011

※1�再生可能エネルギー固定価格買取制度による調整等を反映した調整後CO₂排出係数（2018年8月時点の速報値）�
※2�発電所の所内電力や製品原料の使用量は除いています

　▍東北電力グループにおける主要環境指標の実績
〈東北電力グループにおける主要環境指標の実績（2017年度）〉

◆�集計対象企業　東北電力グループ環境委員会　27社

東北電力（株）、（株）ユアテック、北日本電線（株）、会津碍子（株）、東日本興業（株）、東北インフォメーション・システムズ（株）、
東北ポール（株）、通研電気工業（株）、東北電機製造（株）、東北発電工業（株）、荒川水力電気（株）、東北計器工業（株）、
東北緑化環境保全（株）、酒田共同火力発電（株）、日本海エル・エヌ・ジー（株）、東北ポートサービス（株）、
（株）東北開発コンサルタント、（株）エルタス東北、東北エアサービス（株）、東北天然ガス（株）、（株）東日本テクノサーベイ、
東北エネルギーサービス（株）、TDGビジネスサポート（株）、東北インテリジェント通信（株）、東北自然エネルギー（株）、
東北送配電サービス（株）、相馬共同火力発電（株）� （順不同）
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　▍環境関連の資格保有者数実績
〈東北電力株式会社の環境関連の資格保有者数実績（2017年度末時点）〉

資　　格　　名 資格保有者数

公害防止管理者

大気1種 232 人

大気3種 37 人

大気4種 20 人

水質1種 148 人

水質3種 16 人

水質4種 17 人

騒音 ・振動 11 人

一般粉じん 10 人

ダイオキシン 12 人

公害防止主任管理者 12 人

エネルギー管理士 702 人

環境計量士 1 人

放射線取扱主任者
1種 130 人

2種 82 人

危険物取扱者
甲種 135 人

乙種 9,009 人※1

作業環境測定士
1種 25 人

2種 1 人

高圧ガス製造保安責任者 244人 人※2

建築物環境衛生管理技術者 2人 人

特別管理産業廃棄物管理責任者 591人 人

※1：乙種1類から6類の延べ取得者数
※2：化学、機械、冷凍機械、など各種の延べ取得者数
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年 国内外の動向 当社の環境問題への取り組み
1951 ・ 9電力会社設立 ・東北電力株式会社発足

［発電所最大出力（水力809千kW、火力8千kW）］
1958 ・ 八戸火力発電所1号機運転開始

［当社初の大型火力発電所、電気集じん装置を設置］
1962 ・ 「�ばい煙の排出の規制等に関する法律（ばい煙規制法）」制定
1963 ・ 日本の発電設備が火主水従となる

［火力53.9％、水力46.1％］
・新潟火力発電所1号機運転開始
［当社初の天然ガス、重油燃焼火力発電所］

1967 ・ 「公害対策基本法」制定
1968 ・ 「大気汚染防止法」制定

・ 「騒音規制法」制定
1969 ・ 秋田火力発電所で秋田県 ・秋田市と当社初の公害防止協定調印
1970 ・ 「水質汚濁防止法」制定

・ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」制定
1971 ・ 環境庁発足

・ 「悪臭防止法」制定
・企画部内に公害対策室を設置

1972 ・ 「第1回国連人間環境会議」ストックホルムで開催
［初めての環境問題全般に関する国際会議、人間環境の保
全に導くための原則「人間環境宣言」採択］

・ 「国連環境計画（UNEP）」設立
1973 ・ 第1次オイルショック ・ 立地環境部を設置
1974 ・ SOx総量排出規制の実施 ・八戸火力発電所で当社初の排煙脱硫装置運用開始
1976 ・ 「振動規制法」制定
1978 ・ 葛根田地熱発電所1号機運転開始

［当社初の地熱発電所］
1979 ・ 石炭利用拡大に関するIEA宣言

［石油火力発電所の新設等禁止］
・第2次オイルショック
・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」制定

1981 ・ NOx総量排出規制の実施 ・東新潟火力発電所3号系列が半量運転開始
［当社初のコンバインドサイクルプラント］

1984 ・ 女川原子力発電所1号機運転開始
［当社初の原子力発電所］

1985 ・ 「ウィーン条約」採択
［オゾン層保護］

1986 ・ 1985年度火力発電設備熱効率（38.60％）が9電力中で
最高となる
［～ 1987年度まで火力発電設備熱効率1位］

1987 ・ 「モントリオール議定書」採択
［オゾン層破壊物質削減］

・総合研究所（現研究開発センター）で電気自動車の性能実証
試験開始
・新潟火力発電所で日本初のリン酸型燃料電池発電に成功

1988 ・ 「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」設置
［地球温暖化研究の政府間機構］

・ 「特定物質の規制等によるオゾン層保護に関する法律」制定
1989 ・ 「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関する

バーゼル条約（バーゼル条約）」採択
［有害廃棄物越境移動等規制］

1990 ・ 「地球温暖化防止行動計画」閣議決定 ・ 「地球環境問題対策推進会議」設置
・仙台火力発電所でCO₂除去 ・固定化技術の実証試験を開始

1991 ・ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」改正
［委託基準および排出事業者責任の強化等］

・ 「資源の有効な利用の促進に関する法律（資源リサイクル法）」制定
・ 経済団体連合会「経団連地球環境憲章」策定

資 料 編
　▍年表
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年 国内外の動向 当社の環境問題への取り組み
1992 ・ 「環境と開発に関する国際連合会議（地球サミット）」 リオデジャ

ネイロで開催
［持続可能な開発を地球規模のパートナーシップに向けた「リオ
宣言」および行動計画「アジェンダ21」採択］

・ 「地球環境行動指針」策定
・社内環境監査導入
・竜飛ウィンドパークで風力発電の実証試験を開始

1993 ・ 「環境基本法」制定
・ 「生物多様性条約」発効

・ 「地球環境行動計画第Ⅰ期」開始

1994 ・「気候変動に関する国際連合枠組条約（気候変動枠組条約）」
発効
・ 「環境基本計画」（第一次環境基本計画）閣議決定

・ 当社の直列型ハイブリッド電気自動車「WAVE」が世界初の公
道走行化

1995 ・ 「気候変動枠組条約第1回締約国会議（COP1）」ベルリンで
開催
［数値目標を設定した議定書策定交渉開始決議「ベルリン ・
マンデート」］

・ 「地球環境行動計画第Ⅱ期」開始
・女川原子力発電所2号機運転開始

1996 ・ 電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」策定
1997 ・ 「気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）」京都で開催

［「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（京
都議定書）」採択］

・経済団体連合会「経団連環境自主行動計画」策定
・ 「環境影響評価法」制定

1998 ・ 「地球温暖化対策推進大綱」決定
・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」制定

・ 「地球環境行動計画第Ⅲ期」開始
・ 「環境方針」策定
・能代火力発電所でISO14001認証取得

1999 ・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」改正
・ 「ダイオキシン類対策特別措置法」制定
・ 「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律（PRTR法）」制定

・東新潟火力発電所4-1号系列運転開始
［当時の世界最高水準、熱効率55.6％達成］

・ オーストラリア植林事業へ出資参加

2000 ・ 「世界銀行炭素基金（PCF）」設立
・ 「循環型社会形成推進基本法」制定
・ 「環境基本計画－環境の世紀への道しるべ－」（第二次環境
基本計画）閣議決定

・ 「世界銀行炭素基金（PCF）」に参加
・新潟 ・八戸 ・原町 ・仙台火力発電所でISO14001認証取得
・社内標準の環境マネジメントシステム導入
・ 「東北グリーン電力基金」設立

2001 ・ 「気候変動枠組条約第7回締約国会議（COP7）」マラケシュ
で開催
［京都メカニズム等の内容規定「マラケシュ合意」］

・環境省発足
・ 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別
措置法（PCB特別措置法）」制定

・女川原子力、東新潟 ・秋田 ・新仙台火力発電所でISO14001
認証取得
［全火力にてISO14001認証取得を完了］

・ 「中期環境行動計画」策定
・ ベトナムでの「地方電化実証試験」が地球温暖化防止活動の
国際貢献部門環境大臣表彰を受賞

2002 ・ 「持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグサミッ
ト）」開催
・ 「地球温暖化対策推進大綱」改正（「新大綱」策定）
・ 「エネルギー政策基本法」制定
・ 「土壌汚染対策法」制定
・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」改正
［温室効果ガス排出量、吸収量の算定、公表等］

・政府が「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（京
都議定書）」批准
・ 「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（RPS法）」制定
［新エネルギー利用等の総合的推進］

・女川原子力発電所3号機が運転開始
・ 「グリーン調達ガイドライン」策定
・ 「世界銀行炭素基金（PCF）」に追加拠出
・ カザフスタンにおけるNEDO省エネモデル事業を受託

2004 ・ 「中期環境行動計画第Ⅱ期」策定
・環境部を設置
・ 「日本温暖化ガス削減基金（JGRF）」に参加

2005 ・ 「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書（京都
議定書）」が発効
・ 「京都議定書目標達成計画」閣議決定
［京都議定書の6％削減約束に向けた計画］

・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」改正
［運送における荷主事業者の省エネルギー努力義務化］

・ ホンジュラスのCDMプロジェクトよりCO₂クレジットを購入
・ 地球温暖化防止に向けた国民運動「チームマイナス6％」に参
加
・東通原子力発電所1号機が運転開始

資 料 編
　▍年表
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年 国内外の動向 当社の環境問題への取り組み
2006 ・ 「環境基本計画－環境から拓く　新たなゆたかさへの道－」（第

三次環境基本計画）閣議決定
・ 「RoHS指令」施行
［特定有害物質使用規制］

・中国のCDMプロジェクトよりCO₂クレジットを購入
・ ベトナムにおける中小水力発電CDM事業化調査を受託

2007 ・ 石綿関連規制の強化
・ 「IPCC第4次評価報告書」発表

・ 酒田リサイクルセンター 「絶縁油リサイクル施設」の運用開始
・ 「世界銀行炭素基金（PCF）」のCDM ・ JIに係る日本政府承
認を取得
［中国雲南省および四川省の水力発電CDM］

2008 ・ 京都議定書第一約束期間開始
・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」改正
［算定 ・報告 ・公表が事業所単位から事業者単位へ］

・ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」改正
［事業者単位のエネルギー管理義務化］

・ 「生物多様性基本法」制定

・ 「世界銀行炭素基金（PCF）」を通じた初めてのCO₂クレジット
の獲得
・ 「日本温暖化ガス削減基金（JGRF）」を通じた初めてのCO₂ク
レジットの獲得
・酒田リサイクルセンター 「変圧器リサイクル施設」運用開始
・ ベトナムにおけるソンマック水力発電所の営業運転開始
・試行排出量取引スキーム参加
・高濃度PCB機器の搬出および処理委託開始

2009 ・ 環境省「生物多様性民間参画ガイドライン」公表
・日本経済団体連合会「日本経団連生物多様性宣言」公表

・ メガソーラー（合計1万kW程度）の2020年度までの導入計画発表
・ 八戸火力発電所および仙台火力発電所構内でのメガソーラー
開発計画を発表
・ PHEV ・ EV（1,000台程度）の2020年度までの導入計画発表
・宮城県立がんセンター CO₂排出削減事業に参画
［当社初の国内クレジット制度の活用］

・当社管内で「エコキュート」 ※の導入台数が累計10万台突破
　※エネルギー効率に優れたヒートポンプ式電気給湯器
・ 「環境調和型変圧器」の開発 ・実用化
［絶縁油にナタネ油を採用、電力会社の配電用変圧器では国内初］

・ ウズベキスタンにおけるNEDO省エネモデル事業を受託
・南ニールシェグ ・ バイオマス発電所の営業運転開始
［ハンガリー共和国でのバイオマス発電JIプロジェクト］

2010 ・ 電気事業連合会「電気事業における生物多様性行動指針」公表
・ 「水質汚濁防止法」改正
［事業者責任の強化等］

・ 「大気汚染防止法」改正
［事業者責任の強化等］

・ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」改正
［排出事業者責任の強化、建設廃棄物処理責任の明確化等］

・ 「生物多様性国家戦略2010」策定
・ 生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）開催（愛知
県名古屋市）［「名古屋議定書」、「愛知目標」採択］

・ 当社管内の「オール電化住宅」の累計導入戸数が20万戸突破
・原町火力発電所構内でのメガソーラー開発計画を発表
・新型電子メーターによる遠隔検針の実証試験開始
・仙台火力発電所4号機運転開始
［当社初のリプレース、熱効率は世界最高レベルの約58％、特
別名勝松島の景観に配慮した形状 ・色彩を採用］

・ 平成22年度「リデュース ・ リユース ・ リサイクル推進功労者等
表彰」受賞
［東新潟、能代火力発電所の取り組みが「経済産業大臣賞」
「国土交通大臣賞」をそれぞれ受賞］

・梁川変電所、船引変電所において「環境調和型変圧器」の運
用開始
・能代、原町火力発電所への木質バイオマス燃料の導入を発表

2011 ・ 東日本大震災
・ 「放射性物質汚染対処特措法」制定
・ 「環境影響評価法」改正
［計画段階配慮書手続きの追加等］

・ 北海道地域内、東北地域内における風力発電導入拡大に向
けた実証試験の実施と風力発電事業者の募集を公表
［2020年度頃に東北地域全体で200万kW程度の風力
発電の連系を目指す］

・ 平成23年度「リデュース ・ リユース ・ リサイクル推進功労者等
表彰」受賞
［豊実・鹿瀬発電所工事所の取り組みが「国土交通大臣賞」
を受賞］

・八戸太陽光発電所運転開始
［当社初のメガソーラー発電所］

2012 ・ 国連持続可能な開発会議（リオ＋20）開催
・再生可能エネルギーの固定価格買取制度開始
・原子力規制委員会発足
・ 「地球温暖化対策のための税」施行

・仙台太陽光発電所運転開始
・大規模太陽光発電事業を専門的に行う新会社「東北ソーラー
パワー（株）」を設立

資 料 編
　▍年表
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年 国内外の動向 当社の環境問題への取り組み
2013 ・ 「水銀に関する水俣条約」採択 ・東北ソーラーパワー（株）の太陽光発電所が、東北地域の3地

点で運転開始
［青森県鰺ヶ沢町、岩手県久慈市、宮城県白石市］

・豊実発電所が営業運転再開
［当社初となる水力発電所の大規模改修工事が完了］

2014 ・ 経済産業省「第四次エネルギー基本計画」策定 ・東北電力グループ環境方針の改定
・飯野発電所が運転開始
［当社初となる河川維持流量を有効活用する水力発電所］

・八戸火力発電所5号機が営業運転開始
［緊急設置電源のコンバインドサイクル化］

2015 ・ 水銀による環境の汚染の防止に関する法律制定
・約束草案（日本の温室効果ガス削減目標）を国連へ提出
・ 気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）パリ協定
採択

・原町太陽光発電所運転開始
・西仙台変電所大型蓄電池システムの営業運転開始
・ 再生可能エネルギー発電事業の一層の推進に向けて、新会社
「東北自然エネルギー（株）」を設立
・新仙台火力発電所3号系列3-1号（半量）の営業運転開始

2016 ・ 「地球温暖化対策計画」閣議決定
・ パリ協定発効

・新型配電用変圧器を北芝電機株式会社と共同で開発
��〔電力損失の低減と長寿命化等を実現〕
・ 南相馬変電所大容量蓄電池システムの営業運転開始
・石巻蛇田太陽光発電所運転開始
・業務用車両へＰＨＶを今後１０年間で１００台程度導入す
ることを公表
・新仙台火力発電所３号系列全量による営業運転開始
　〔世界最高水準となる熱効率60%以上を達成〕

2017 ・ トランプ米大統領、パリ協定離脱を発表 ・鹿瀬発電所が大規模改修工事を完了し営業運転を再開
・ 加熱性能強化型空冷ヒートポンプ式熱源機「HEATEDGE」が
「平成29年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰」受賞
・水素製造技術を活用した再生可能エネルギー出力変動対策に
関する研究を開始
・新仙台火力発電所リプレースプロジェクトがエジソン賞を受賞〔二
度目の受賞は日本企業として初〕

※緑文字は国際動向
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